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厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

総括研究報告書 

「薬剤師のキャリア形成促進に関する研究」 

研究代表者 山田 清文 名古屋大学医学部附属病院教授 

研究要旨 
 免許取得後における医療機関での実務経験を通して薬剤師としての基盤を習得し、
その後の就業先（病院や薬局）でキャリア形成を促進する仕組みについて検討するた
め、令和5年度は以下調査を行った。 
1. 医師臨床研修制度における研修医の偏在対策に関する調査
医師臨床研修制度では研修医の偏在を是正するため、都道府県別の募集定員上限を

設けるなどの措置を講じている。具体的には、研修医総数を各県に按分した数（人口
分布あるいは医師養成状況に基づく数の多い方）に地理的加算（面積当たり医師数、
離島および医師少数区域の人口、高齢化率、人口当たり医師数）を加えて都道府県別
基礎数とし、これに都道府県調整枠を加えたものを都道府県別上限とする措置である。 
医師臨床研修制度の見直しを参考にして、研修薬剤師の都道府県別募集定員の上限の
考え方を纏めた。具体的には、(A)都道府県の人口分布、(B)都道府県別の薬剤師養成
（国家試験合格者）割合、(C)大学別の薬剤師養成（国家試験合格者）割合から算出し
た研修薬剤師分配人数のうち、最も多いものを基礎分配人数とした。そして、基礎分
配人数を薬剤師の偏在指標で除したものを都道府県別の研修薬剤師募集定員の上限と
する案である。研修薬剤師の募集定員は都道府県毎の研修施設の数に大きく依存する
ことから、先ずは薬剤師臨床研修ガイドラインの要件を満たす研修施設の認定を進め
ることが重要と思われる。 
2. 卒後研修プログラムの認定審査の在り方に関する調査
薬剤師の卒後研修プログラムの質保証のための認定審査の在り方と第三者評価機関

について考察し、以下4つの可能性を検討した。(1) 卒後臨床研修評価機構のような公
的認証を担当する専門の審査機関を設ける、(2) 米国のレジデント制度の認定審査体
制のように、日本病院薬剤師会あるいは日本薬剤師会に卒後研修プログラムの認定審
査を担当する委員会を設ける、(3) 薬剤師レジデント制度の相互チェックで実績のあ
る日本レジデント制度研究会が認定審査を担当する、(4) 薬剤師認定制度認証機構に
卒後研修プログラムの認定審査体制を整備して第三者評価を担当する。今後、候補と
して挙げた組織・団体の意向も考慮しつつ、公的認証の在り方と担当機関について慎
重に検討する必要がある。 
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研究究分担者 
橋田 亨・地方独立行政法人神戸市民病院
機構神戸市立医療センター中央市民病院 
臨床研究推進センター 院長補佐兼臨床研
究推進センター長 
渡邊大記・公益社団法人日本薬剤師会 副会
長 

A. 研究目的
医療の高度化・複雑化や少子高齢社会の

進展等により、かかりつけ薬剤師・薬局の推
進、チーム医療の進展、地域包括ケアシステ
ムの一員としての対応など、薬剤師に求め
られる役割や業務内容は変化しており、薬
剤師の資質向上に対する社会の期待は大き
い。医療機関や薬局で実施されている卒後
研修について、今後どのように位置付けて
いくかは重要な課題であり、薬剤師のキャ
リア形成にも関係する問題である。また、薬
局に勤務する薬剤師は薬局で、病院で勤務
する薬剤師は病院で研修する場合がほとん
どであり、薬剤師免許取得後の実務経験に
は質と量に大きな偏りがある。他方、特に医
療機関に勤務する薬剤師の不足や偏在は喫
緊の課題であり、薬剤師の確保対策への活
用についても併せて検討する必要がある。
これまでの取り組みとして、令和元年～3

年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエ
ンス政策研究事業）「薬剤師の卒後研修カリ
キュラムの調査研究（研究代表者：山田清
文）」があり、卒後研修カリキュラムの骨子
案が提案されている。日本病院薬剤師会の
「卒後臨床研修の効果的な実施のための調
査検討事業（代表者：石井伊都子）」では、
卒後研修カリキュラム骨子案を踏まえたモ

デル事業が実施され、卒後研修を実施する
ための課題が検討された。一方、「薬剤師の
養成及び資質向上等に関する検討会」から
は、臨床実践能力の担保のためには薬学教
育での実習・学習に加えて、免許取得後の臨
床での研修が重要であり、卒前（実務実習）・
卒後で一貫した検討が必要であるとの提言
が出されている。さらに、令和6年3月、厚
生労働省より「薬剤師臨床研修ガイドライ
ン」が公表され(https://www.mhlw.go.jp/c
ontent/001234125.pdf)、臨床研修の基本理
念、到達目標、研修の方略、到達目標等の達
成度評価、指導環境・指導体制の考え方が纏
められている。 
本研究では、免許取得後における医療機

関での実務経験を通して薬剤師としての基
盤を習得し、その後の就業先（病院や薬局）
でキャリア形成を促進する仕組みについて
検討する。令和5年度は以下の調査研究を行
った。 
1. 医療機関・薬局における卒後研修の実施

体制・受入体制等の実態調査
2. 薬剤師を対象としてキャリア形成に関

する意識調査
3. 薬剤師不足・偏在の解消に向け、医師の

卒後臨床研修（キャリア形成）と医師確
保策との関係性の整理

 本総括研究報告書では、3. 薬剤師不足・
偏在の解消に向け、医師の卒後臨床研修（キ
ャリア形成）と医師確保策との関係性の整
理について報告する。1と2については、病
院・病院薬剤師に対する調査結果を橋田亨、
薬局・薬局薬剤師に対する調査結果を渡邊
大記がそれぞれ分担研究報告書で報告する。 

B. 研究方法
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1. 医師臨床研修制度における研修医の偏
在対策に関する調査
厚生労働省医師臨床研修制度ホームペー

ジ（医師臨床研修制度のホームページ ｜厚
生労働省 (mhlw.go.jp)）を参照し、研修病
院の募集定員設定方法、都道府県別募集定
員の上限の考え方などを調査した。 

2. 卒後研修プログラムの認定審査の在り
方に関する調査
薬剤師のキャリ形成という観点からは、

ジェネラリスト又は専門薬剤師としての道
筋を示すことが重要であり、専門薬剤師等
の認定審査において、卒後研修を修了した
薬剤師に配慮した仕組みを検討することが
重要である。その場合、各医療機関の卒後研
修プログラムが第三者機関により公的認証
を受けていることが前提となると考えられ
る。そこで2024年2月29日（月）、公益社団
法人薬剤師認定制度認証機構（CPC, https:
//www.cpc-j.org/）の安原眞人代表理事を
訪問し、卒後研修プログラムの外部評価の
在り方について意見交換した。 

C. 結果
1. 医師臨床研修制度における研修医の偏

在対策に関する調査
本来，医療の質を向上させることが目的

である医師の卒後研修制度であるが、研修
方法によっては地域偏在を助長させるとい
う懸念が示され、地域偏在の視点から対応
が進められてきた（遠藤久夫．医師の卒後
研修の現状と課題―医師の地域偏在問題を
中心に―．社会保障研究2019,vol.3,no.4,p
p.476-491.）。医師養成課程を通じた偏在
対策として医学部定員と地域枠の増加、医

師臨床研修制度における都道府県別の募集
定員上限の見直し、新専門医制度における
都道府県・診療科別の必要医師数および必
要養成数を根拠とした新しいシーリングの
考え方の導入などが実施されている（令和
元年７月18日 第67回社会保障審議会医療
部会）。 
医師臨床研修制度では研修医の偏在を是

正するため、都道府県別の募集定員上限を
設けるなどの措置を講じている。具体的に
は、研修医総数を各県に按分した数（人口
分布あるいは医師養成状況に基づく数の多
い方）に地理的加算（面積当たり医師数、
離島および医師少数区域の人口、高齢化
率、人口当たり医師数）を加えて都道府県
別基礎数とし、これに都道府県調整枠を加
えたものを都道府県別上限とする措置であ
る（厚生労働省 政策レポート 医師臨床
研修制度の見直しについて）。 

2. 卒後研修プログラムの認定審査の在り
方に関する調査

 卒後研修の質保証のための公的認証につ
いて、認証機関に求められる機能と役割、
医師臨床研修制度における質保証の現状、
海外における同様の質保証の仕組みなどに
ついて整理する必要があるとのアドバイス
を得た。 

D. 考察
少子高齢化のさらなる進行や今後、人口

減少地域が増大することが予測される中で、
人口構造の変化や地域の実情に応じた医薬
品提供体制を確保することが求められてい
る。令和3年6月に公表された「薬剤師の養
成及び資質向上等に関する検討会とりまと
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め」では、薬剤師の従事先には地域偏在や業
態偏在があり、特に病院薬剤師の確保が喫
緊の課題であることが指摘されており、偏
在の解消に向けた薬剤師確保の取組が重要
であるとされている。そのため、薬剤師の卒
後研修制度を考える場合、研修薬剤師の偏
在を防止するための対策について、事前に
対応策を検討しておくことは重要と思われ
る。 
今回、医師臨床研修制度の見直しを参考

にして、研修薬剤師の都道府県別募集定員
の上限の考え方を纏めた（添付ファイルFig.
1. 研修薬剤師の都道府県別募集定員の上
限の考え方）。具体的には、(A)都道府県の
人口分布、(B)都道府県別の薬剤師養成（国
家試験合格者）割合、(C)大学別の薬剤師養
成（国家試験合格者）割合から算出した研修
薬剤師分配人数のうち、最も多いものを基
礎分配人数とした。そして、基礎分配人数を
薬剤師の偏在指標（厚生労働省データ（htt
ps://www.mhlw.go.jp/content/001124611.
pdf）で除したものを都道府県別の研修薬剤
師募集定員の上限とする案である。なお、現
在および将来の偏在指標の何れかが1.0以
下の場合には小さい方の指標、両方とも1.0
以上の場合には大きい方を偏在指標として
用いることにした。 
研修薬剤師の都道府県別募集定員の上限

の考え方に基づき、全研修薬剤師の総数を2
000名とした場合の都道府県毎の募集上限
数を算出した（添付ファイル Table 1. 全
国の研修薬剤師総数を2000人と仮定した場
合の都道府県毎の研修薬剤師数の上限）。現
在および将来の偏在指数が両方とも1.0以
上となるのは、宮城県、東京都、神奈川県、
大阪府、兵庫県、広島県、徳島県、香川県、

福岡県の９都府県である。これらの都府県
では、基本配分人数を下回る研修薬剤師数
の上限が設定されることになる。なお、10
府県（秋田県、山形県、新潟県、福井県、長
野県、京都府、島根県、高知県、大分県、沖
縄県）では、卒前の病院実務実習の１期当た
りの受入れ人数を上回る人数が研修薬剤師
数の上限となるため、特に事前の準備が重
要である。ただし、研修薬剤師の募集定員は
都道府県毎の研修施設の数に大きく依存す
ることから、先ずは薬剤師臨床研修ガイド
ラインの要件を満たす研修施設の認定を進
めることが重要である。
薬剤師のキャリア形成を考える場合、卒

後研修と専門薬剤師制度との連携・接続を
進める必要がある。しかし現状では、初期研
修としての薬剤師レジデントプログラムを
修了してジェネラリストとしての資質を磨
いても、各専門薬剤師制度の認定審査では
全く評価されていない。卒後研修修了者の
キャリア形成（専門薬剤師認定取得）を支援
することにより、薬剤師の卒後研修が普及
し、薬剤師の資質向上が期待できると思わ
れる。そのため先ずは、卒後研修の質保証の
ための公的認証の制度設計を考える必要が
ある。
医師臨床研修制度の場合、NPO 法人卒

後臨床研修評価機構 (JCEP)が臨床研修病
院における研修プログラムの評価や人材育
成等を行っている（https://www.jcep.jp/cn
10/index.html）。臨床研修評価は、書面調査
と訪問調査（実地訪問）により行われ、書面
調査では、臨床研修病院の施設の概要や研
修設備の状況、臨床研修プログラムおよび
活動に関するデータ、さらに予め第三者に
よる評価基準と同じ項目を自己評価して提
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出する。訪問調査は、提出された書面調査の
結果を受けて、定められたプログラムによ
る講習会を受講した訪問調査者（サーベイ
ヤー）が複数で訪問し、評価判定・調査が行
われる。加えて、各地方厚生局では、新たに
臨床研修病院の指定を受けようとする病院
や既に指定を受けている病院等に対して、
臨床研修病院の指定の基準等の適合状況
（既指定の場合は基準の遵守状況）の確認及
び今後の臨床研修制度の円滑な運用、制度
の見直しの参考等とするために、必要に応
じて実地調査が行われている(厚生労働省：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit
e/bunya/0000060686.html）。薬剤師の卒後
研修においても、JCEPのような公的認証を
実施する専門の審査機関を設けることは、
質保証対策の一つと考えられるが、その課
題については更に検討する必要がある。 
米国における薬剤師レジデント制度の場

合、米国病院薬剤師会（ASHP）が唯一のレ
ジデントプログラム認証機関として認証基
準に基づきレジデントプログラムの認証を
行っている。毎年レジデントプログラムの
サイトビジットが行われ、ASHP の資格認
定委員会（Commission on Credentialing,
COC）で審査される。レジデント制度は B
oard of Pharmacy Specialties (BPS)によ
る専門薬剤師認定制度と密接に連携してお
り、レジデントプログラムの内容に関連す
る専門薬剤師制度の臨床経験の証明として
評価されている（薬剤師の卒後研修カリキ
ュラムの調査研究 (201925027A) 厚生労
働科学研究成果データベース https://mhl
w-grants.niph.go.jp/project/28157）。米国
の制度を参考にすると、日本病院薬剤師会
あるいは日本薬剤師会に薬剤師の卒後研修

プログラムの認定審査を担当する委員会を
設けることになる。ただし、専門薬剤師制度
との連携接続を考えると、多くの学会に加
えて日本病院薬剤師会も専門薬剤師制度を
運営している点が問題になるかもしれない。 
 国内で薬剤師レジデント制度を運用して
いる医療機関薬剤部が会員となっている日
本レジデント制度研究会(http://www.jsprp.
jp/resident_outline.html) では、2021年よ
り各施設のレジデント制度の自己評価およ
び相互チェックを実施している。これまで
に昭和大学病院、千葉大学医学部附属病院、
筑波大学病院および群馬大学医学部附属病
院の相互チェックを実施済みである。日本
レジデント制度研究会の相互チェックは、
医師臨床研修制度における研修プログラム
の第三者評価を参考として、評価基準に基
づく自己評価とWeb面談調査から構成され
る。Web面談調査では研修統括責任者（プ
ログラム責任者）ならびに研修管理責任者
（研修管理者）よりプログラムの概要説明を
受け、質疑応答を行う。さらに、薬剤師レジ
デント（2名）および指導薬剤師（2名）への
直接インタビューを実施し、最終評価結果
を当該医療機関に送付している。卒後研修
プログラムの評価という点で実績を有する
ものの、日本レジデント制度研究会は、卒後
研修の質保証のための公的認証という観点
からすると、利益相反（COI）の問題がある。
さらに、多くの医療機関・研修プログラムを
認証する必要があることを考慮すると、組
織体制は脆弱である。 
 薬剤師認定制度認証機構（CPC）は、日
本薬剤師会、日本病院薬剤師会、日本薬学
会、日本医療薬学会、日本私立薬科大学協
会、国公立大学薬学部長会議、日本薬剤師研
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修センターが設立母体となり、薬剤師に対
する各種の生涯学習と認定制度の第三者評
価を行う機関である。薬剤師の各種生涯研
修・認定のための第三者評価認証事業の公
益性、中立・公正性が認められ、内閣府より
公益社団法人の認定を受けている。これま
でに日本薬剤師研修センターなどの多くの
生涯研修プロバイダーによる生涯研修認定
制度、日本病院薬剤師会の日病薬病院薬学
認定薬剤師制度、日本在宅薬学会の在宅療
養支援認定薬剤師制度などの特定領域認定
制度、などがCPCにより認証されている。
これまでのところCPCには卒後研修プログ
ラムの認定審査の実績はないものの、審査
体制が整備されれば、卒後研修の第三者評
価機関としては適任と思われる。
以上、CPCの安原眞人代表理事との面談

を踏まえ、薬剤師の卒後研修プログラムの
質保証のための認定審査の在り方と第三者
評価機関について考察し、以下4つの可能性
を検討した。(1) JCEPのような公的認証を
担当する専門の審査機関を設ける、(2) 米
国のレジデント制度の認定審査体制のよう
に、日本病院薬剤師会あるいは日本薬剤師
会に卒後研修プログラムの認定審査を担当
する委員会を設ける、(3) 薬剤師レジデン
ト制度の相互チェックで実績のある日本レ
ジデント制度研究会が認定審査を担当する、
(4) CPCに卒後研修プログラムの認定審査
体制を整備して第三者評価を担当する。今
後、候補として挙げた組織・団体の意向も考
慮しつつ、公的認証の在り方と担当機関に
ついて慎重に検討する必要がある。

E. 結論
1. 医師臨床研修制度における研修医の偏

在対策に関する調査 
医師臨床研修制度では研修医の偏在を是

正するため、都道府県別の募集定員上限を
設けるなどの措置を講じている。具体的に
は、研修医総数を各県に按分した数（人口分
布あるいは医師養成状況に基づく数の多い
方）に地理的加算（面積当たり医師数、離島
および医師少数区域の人口、高齢化率、人口
当たり医師数）を加えて都道府県別基礎数
とし、これに都道府県調整枠を加えたもの
を都道府県別上限とする措置である。 
医師臨床研修制度の見直しを参考にして、

研修薬剤師の都道府県別募集定員の上限の
考え方を纏めた。具体的には、(A)都道府県
の人口分布、(B)都道府県別の薬剤師養成
（国家試験合格者）割合、(C)大学別の薬剤
師養成（国家試験合格者）割合から算出した
研修薬剤師分配人数のうち、最も多いもの
を基礎分配人数とした。そして、基礎分配人
数を薬剤師の偏在指標（厚生労働省データ
（https://www.mhlw.go.jp/content/001124
611.pdf）で除したものを都道府県別の研修
薬剤師募集定員の上限とする案である。研
修薬剤師の募集定員は都道府県毎の研修施
設の数に大きく依存することから、先ずは
薬剤師臨床研修ガイドラインの要件を満た
す研修施設の認定を進めることが重要と思
われる。

2. 卒後研修プログラムの認定審査の在り
方に関する調査
薬剤師の卒後研修プログラムの質保証の

ための認定審査の在り方と第三者評価機関
について考察し、以下4つの可能性を検討し
た。(1) JCEPのような公的認証を担当する
専門の審査機関を設ける、(2) 米国のレジ
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デント制度の認定審査体制のように、日本
病院薬剤師会あるいは日本薬剤師会に卒後
研修プログラムの認定審査を担当する委員
会を設ける、(3) 薬剤師レジデント制度の
相互チェックで実績のある日本レジデント
制度研究会が認定審査を担当する、(4) CP
Cに卒後研修プログラムの認定審査体制を
整備して第三者評価を担当する。今後、候補
として挙げた組織・団体の意向も考慮しつ
つ、公的認証の在り方と担当機関について
慎重に検討する必要がある。 

F. 健康危険情報
該当なし。

G. 研究発表
1. 論文発表
該当なし

2. 学会発表
・山田清文：薬剤師の卒後研修とキャリア
形成（シンポジウム：次世代を担う薬剤師の
育成に向けた卒後教育の新展開）第33回日
本医療薬学会年会（2023年11月3日～5日、
仙台）
・山田清文：薬学教育モデル・コア・カリキ
ュラムの改訂を踏まえた卒後研修の在り方
（分科会：薬剤師の資質として求められるも
の～改訂モデル・コア・カリキュラムに見る
薬学教育への期待～）第56回日本薬剤師会
学術大会（2023年9月17日～18日、和歌山） 

H. 知的財産権の出願・登録状況

該当なし 



研修薬剤師の都道府県別募集定員の上限の考え方

(A) 人口基準配分

(B) 都道府県別薬剤師養成配分
薬剤師偏在指標

都道府県別の現在および将来の偏在指標を利用
(a)どちらかの値 < 1.0 の場合：

小さい方の指標を使用
(b)両方の値＞ 1.0 の場合 ：

大きい方の指標を使用

全国の研修薬剤師総数 X
都道府県別人口

日本の総人口

全国の研修薬剤師総数 X
都道府県別国家試験合格者

国家試験合格者総数

(A)～C)の最大値

(D) 基準配分人数

都道府県別の募集定員の上限
（薬剤師不足・偏在解消の一助とする）

(C) 大学別薬剤師養成配分

全国の研修薬剤師総数 X

大学別国家試験合格者を都道府県単位で集計

国家試験合格者総数
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Fig. 1. 研修薬剤師の都道府県別募集定員の上限の考え方

(A) 人口基準配分

(B) 都道府県別薬剤師養成配分
薬剤師偏在指標

都道府県別の現在および将来の偏在指標を利用
(a)どちらかの値 < 1.0 の場合：

小さい方の指標を使用
(b)両方の値＞ 1.0 の場合 ：

大きい方の指標を使用

全国の研修薬剤師総数 X
都道府県別人口

日本の総人口

全国の研修薬剤師総数 X
都道府県別国家試験合格者

国家試験合格者総数

(A)～C)の最大値

(D) 基準配分人数

都道府県別の募集定員の上限
（薬剤師不足・偏在解消の一助とする）

(C) 大学別薬剤師養成配分

全国の研修薬剤師総数 X

大学別国家試験合格者を都道府県単位で集計

国家試験合格者総数
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Table 1. 全国の研修薬剤師総数を2000人と仮定した場合の都道府県毎の研修薬剤師数の上限

都道府県 人口＊１ 人口分布
(A) 人口分布

配分

薬剤師養成状

況＊２（都道

府県別国家試

験合格者数）

都道府県別薬

剤師養成割合

(B) 都道府県

別薬剤師養成

配分

薬学部

（77大学）

薬剤師養成状

況＊２（大学

別国家試験合

格者）

大学別薬剤師

養成割合

(C) 大学別薬

剤師養成配分

(D) 基礎配分

人数 [(A)～

(C)の最大値]

偏在指標

（現在）＊３

偏在指標

（将来）＊３
(E) 募集上限

病院実務実習

(第Ⅱ-Ⅳ期)

受入数＊４

病院実務実習

(第Ⅰ-Ⅲ期)

受入数＊４

全国 125,502,000 1.0000 2,000 9,602 2,000 9,602 2,000 0.99 1.09 9,984 9,984

北海道 5,183,000 0.0413 83 353 0.0368 74

北大・北医療

大・北医療科

学大

28+141+161

=330
0.0343 69 83 0.96 1.09 87 130-137-98 130-138-99

青森県 1,221,000 0.0097 19 87 0.0091 19 青森大 26 0.0027 6 19 0.78 0.97 25 16-26-17 12-27-15

岩手県 1,196,000 0.0095 19 79 0.0082 17 岩手医科大 92 0.0096 20 20 0.87 1.05 23 13-38-16 7-38-27

宮城県 2,290,000 0.0182 36 195 0.0203 41
東北大・東北

医科薬科大
26+290=316 0.0329 66 66 1.04 1.12 59 83-82-71 84-80-72

秋田県 945,000 0.0075 15 45 0.0047 10 0 0 0 15 0.84 1.09 18 10-16-2 10-16-2

山形県 1,055,000 0.0084 17 56 0.0058 12 0 0 0 17 0.81 0.99 21 11-20-5 10-19-6

福島県 1,812,000 0.0144 29 146 0.0152 31
医療創生大・

奥羽大
54+67=121 0.0126 26 31 0.86 1.01 37 47-56-30 45-59-27

茨城県 2,852,000 0.0227 45 186 0.0194 39 0 0 0 45 0.90 1.00 50 41-50-32 58-50-40

栃木県 1,921,000 0.0153 31 126 0.0131 27
国際医療福祉

大
116 0.0121 25 31 0.93 1.04 34 39-40-41 51-45-41

群馬県 1,927,000 0.0154 31 155 0.0161 33
高崎健康福祉

大
81 0.0084 17 33 0.86 0.97 39 17-55-54 13-52-54

埼玉県 7,340,000 0.0585 117 619 0.0645 129
城西大・日本

薬科大

214+131=

345
0.0359 72 129 0.99 1.03 131 209-212-201 222-263-211

千葉県 6,275,000 0.0500 100 597 0.0622 125

千葉大・東邦

大・城西国際

大・日大・東

京理科大・千

葉科学大・

42+248+91

+190+95+60

= 726

0.0756 152 152 0.99 1.04 154 184-217-168 202-240-181

東京都 14,010,000 0.1116 223 1129 0.1176 236

東大・帝京平

成大・北里

大・慶應大・

昭和大・星薬

科大・東京薬

科大・明治薬

科大・武蔵野

大・昭和薬科

大・帝京大・

9+174+246

+139+175+

255+397+

311+137+

234+287

=2364

0.2462 493 493 1.28 1.28 386 524-552-411 502-574-441

神奈川県 9,236,000 0.0736 147 722 0.0752 151
横浜薬科大・

湘南医療大
300+0=300 0.0312 63 151 1.12 1.16 131 334-345-254 262-274-228

新潟県 2,177,000 0.0173 35 145 0.0151 31 新潟薬科大 115 0.012 24 35 0.86 1.02 41 34-26-4 39-44-29

富山県 1,025,000 0.0082 16 43 0.0045 9 富山大 61 0.0064 13 16 0.80 0.94 20 27-24-20 27-24-21

石川県 1,125,000 0.0090 18 64 0.0067 14
金沢大・北陸

大
33+90=123 0.0129 26 26 0.93 1.04 28 27-67-56 32-51-50

福井県 760,000 0.0061 12 38 0.0040 8 0 0 0 12 0.74 0.85 17 7-14-0 7-15-0

山梨県 805,000 0.0064 13 55 0.0057 12 0 0 0 13 0.92 1.07 15 14-16-6  8-8-2

長野県 2,033,000 0.0162 32 114 0.0119 24 0 0 0 32 0.88 1.03 37 12-17-4 15-16-7

岐阜県 1,961,000 0.0156 31 153 0.0159 32
岐薬大・岐阜

医療科学大・
109+0=109 0.0114 23 32 0.85 0.99 38 61-75-71 62-76-73

静岡県 3,608,000 0.0287 57 216 0.0225 45 静岡県立大 90 0.0094 19 57 0.91 1.03 63 58-72-25 54-69-23

愛知県 7,517,000 0.0599 120 489 0.0509 102

名市大・名城

大・金城学院

大・愛知学院

大

66+274+135

+112= 587
0.0611 123 123 0.93 0.96 133 146-172-154 143-169-154

三重県 1,756,000 0.0140 28 147 0.0153 31
鈴鹿医療科学

大
95 0.0099 20 31 0.82 0.94 38 34-40-28 35-41-28

滋賀県 1,411,000 0.0112 22 140 0.0146 30 立命館大 110 0.0115 23 30 0.97 1.01 31 44-39-44 45-42-43

京都府 2,561,000 0.0204 41 193 0.0201 41

京大・京都薬

科大・同志社

女子大

25+337+112

= 474
0.0494 99 99 0.95 1.04 105 74-97-81 75-94-80

大阪府 8,806,000 0.0702 140 790 0.0823 165

阪大・大阪医

科薬科大・近

畿大・摂南

大・大阪大谷

大

26+290+152

+189+91

= 748

0.0779 156 165 1.06 1.17 142 321-331-273 320-328-276

兵庫県 5,432,000 0.0433 87 493 0.0513 103

神戸学院大・

神戸薬科大・

兵庫医科大・

武庫川女子

大・姫路独協

大

182+280+

124+189+48

= 823

0.0857 172 172 1.10 1.21 143 197-202-158 198-205-154

奈良県 1,315,000 0.0105 21 139 0.0145 29 0 0 0 29 0.90 1.06 33 48-47-42 50-49-39

和歌山県 914,000 0.0073 15 64 0.0067 14
和歌山県立医

大
0 0 0 15 0.85 1.06 18 18-18-11 18-18-11

鳥取県 549,000 0.0044 9 40 0.0042 9 0 0 0 9 0.89 1.04 11  2-12-6  2-12-6

島根県 665,000 0.0053 11 34 0.0035 7 0 0 0 11 0.86 1.04 13  5-8-6  5-8-6

岡山県 1,876,000 0.0149 30 101 0.0105 21 岡大・就実大 38+81=119 0.0124 25 30 0.93 1.05 33 40-42-18 40-42-17

広島県 2,780,000 0.0222 44 291 0.0303 61

広大・安田女

子大・福山

大・広島国際

大

40+90+114

+97= 341
0.0355 71 71 1.07 1.18 61 93-91-70 92-91-70

山口県 1,328,000 0.0106 21 87 0.0091 19
山口東京理科

大・
0 0 0 21 0.95 1.17 23 48-44-22 49-44-22

徳島県 712,000 0.0057 11 82 0.0085 17
徳大・徳島文

理大
45+124=169 0.0176 36 36 1.00 1.21 30 28-34-32 32-42-27

香川県 942,000 0.0075 15 72 0.0075 15

徳島文理大香

川（徳島文理

大として発

表・）

0 0 0 15 1.00 1.16 13 25-24-18 21-24-17

愛媛県 1,321,000 0.0105 21 97 0.0101 21 松山大 74 0.0077 15 21 0.86 1.04 25 33-39-22 33-39-21

高知県 684,000 0.0055 11 66 0.0069 14 0 0 0 14 0.89 1.12 16  0-12-11  0-14-9
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福岡県 5,124,000 0.0408 82 394 0.0410 82

九大・第一薬

科大・福岡

大・国際医療

福祉大福岡・

32+112+223

+0=367
0.0382 76 82 1.10 1.15 72 161-150-108 149-138-91

佐賀県 806,000 0.0064 13 53 0.0055 11 0 0 0 13 0.97 1.10 14 16-13-2 19-16-7

長崎県 1,297,000 0.0103 21 76 0.0079 16
長崎大・長崎

国際大
48+97=145 0.0151 31 31 0.87 1.05 36 37-46-12 45-48-14

熊本県 1,728,000 0.0138 28 121 0.0126 26 熊大・崇城大 49+115=164 0.0171 35 35 0.90 1.03 39 22-70-61 22-69-63

大分県 1,114,000 0.0089 18 52 0.0054 11 0 0 0 18 0.83 0.97 22 15-20-5 14-21-4

宮崎県 1,061,000 0.0085 17 73 0.0076 16
九州保健福祉

大
71 0.0074 15 17 0.82 0.97 21 20-25-1 21-24-2

鹿児島県 1,576,000 0.0126 25 102 0.0106 22 0 0 0 25 0.82 0.97 31 34-38-2 35-40-3

沖縄県 1,468,000 0.0117 23 83 0.0086 18 0 0 0 23 0.90 0.87 27 16-16-2 17-17-2

＊１出典 統計で見る日本 (e-Stat) 2021年

＊２出典 厚生労働省データ（第108回薬剤師国家試験　都道府県別および大学別国家試験合格者数）

＊３出典 厚生労働省データ（https://www.mhlw.go.jp/content/001124611.pdf）

＊４出典 一般社団法人薬学教育協議データ（令和4年度実務実習実施結果）

(A) 人口分布配分：人口分布に基づく配分人数

(B) 都道府県別薬剤師養成配分：薬剤師国家試験合格者の出身地別配分人数

(C) 大学別薬剤師養成配分：薬剤師国家試験合格者の出身大学別別配分人数

（大学が設置されている都道府県毎に集計。一大学に二つの薬学部が設置されている場合、公表されているデータを使用）

(D) 基礎配分人数：(A)～(C)の最大値

偏在指標 １．現在および将来の偏在指数のどちらかが1.0以下の場合は、より小さい方を偏在指標とした

２．現在および将来の偏在指標の両方が1.0以上の場合、より大きい方を偏在指標とした

(E) 都道府県別募集定員の上限：基礎配分人数を偏在指標で除した値（少数点以下切り上げ）

11

https://www.mhlw.go.jp/content/001124611.pdf
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

令和 5 年度 分担研究報告書 

「薬剤師のキャリア形成促進に関する研究」 
研究分担者 橋田 亨 神戸市立医療センター中央市民病院院長補佐 

研究要旨 
 薬剤師のキャリア形成についての現状と課題を把握するため、病院における卒後
研修の実施体制・受入体制等の実態、薬剤師を対象としてキャリア形成に関する意識
について調査した。卒後研修への取組みの重要性は多くの施設で認識されていた。若
手薬剤師のキャリアパスは多様であり、それを支えるプログラムの必要性が認めら
れた。卒後研修の体制整備については、人材確保や研修費用の公的助成等の課題を解
決することで、受け入れ可能とする施設が各地に存在することが明らかとなった。全
国規模の卒後研修体制構築に向けては令和 6 年 3 月に公表された「薬剤師臨床研修
ガイドライン」に基づく、具体的な進展が期待される。 

A. 研究目的
令和 元年度の日本病院薬剤師会会員施

設 1,505 施設を対象とした「薬剤師の卒後
研修カリキュラムに関するアンケート調査」
では、約 3 割の施設においては、カリキュ
ラムに基づいた 1ヶ月以上の薬剤師レジデ
ントあるいは新人教育として卒後研修を実
施していたが、一方で研修を実施していな
い施設が約 7 割を占めた 1)。
本調査の目的は、「病院における卒後研修

の実施体制・受入体制等の実態調査」ならび
に「薬剤師を対象としてキャリア形成に関
する意識調査」を実施し、受入体制等の現場
の実態等を明らかにし、全国での卒後研修
実施における課題の把握と卒後研修制度の
進め方について検討することである。 

B. 研究方法
病院を対象とした「病院調査」ならびに病

院に勤務する薬剤師(薬剤師免許取得から
概ね 10 年以内)を対象とした「病院薬剤師
調査」の 2調査について、それぞれ Web 上
に回答フォームを作成し、令和 6 年 1月~3
月にかけて Web 調査を実施した。 
研究協力者の武田泰生（一般社団法人日本
病院薬剤師会・会長）の指示のもと日本病院
薬剤師会の全面的な協力を得て、日本病院
薬剤師会から都道府県病院薬剤師会会長宛
に周知した。それぞれの調査内容を別添資
料１（１-1:病院調査、1-2:病院薬剤師調査）
に示す。 

(倫理面への配慮) 
本研究は主として研究代表者、研究分担 
者及び研究協力者による議論によって進め、 
施設及び個人に対するアンケート調査とし
たので、倫理面で問題となることはない。 
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C. 結果
1．病院調査
病院調査では、90 施設からの回答があり、
回答施設の概要は、別添資料２-1 から３に
示す。５００床以上の病院が約半数を占め、
多くが一般病院であった。 
病院の常勤薬剤師数は、資料 2-4 に示す。
平均 54.9人、中央値 27.5 人であった。 
 病院での研修の状況 新入職員の研修実
施状況は、資料 2-5 のとおり、62％の病院
でプログラムに基づいた１カ月以上の卒後
研修が実施されていた。また、レジデント制
度を導入している病院は 18％あった(資料
2-6)。
新人職員へのプログラムを用いた研修の

状況について、研修期間は資料 2-7 のとお
り、90％以上の施設は６ヶ月以上の研修期
間で、1 年以上をかけて研修を実施してい
る施設は約30％であった。研修項目は調剤、
注射、製剤等のセントラル業務ならびに病
棟業務についてはほとんどの施設が実施し
ていた。ついで、薬剤外来、チーム医療をプ
ログラムに加える施設も多かった(資料 2-
8)。
資料2-9に到達目標の設定状況等に示す。

55％の施設で到達目標の設定がされている。
ルーブリック等の評価システムの活用や面
談を実施していた（資料 2-10）。
「卒後臨床研修ガイドライン(案)」に基づ
く研修の実施については、60％の施設が実
施可能と回答した（資料 2-11）。 
 また、地域別では、29の都道県において
受け入れ可能の施設が存在した（資料 2-12）。 
 一方で、「卒後臨床研修ガイドライ ン
(案)」に基づいた研修実施の課題としては、 
指導者側に教育にかける時間がない、慢性

的な人員不足で新人であってもすぐに業務
を行ってもらわざるを得ない状況である、
が半数以上を占めた（資料 2-13）。 
上記ガイドラインに基づいた研修実施可
能と回答した施設のうち、卒後研修制度が
制度化された場合に他施設・薬局からの受
入については、研修費の公的負担のある場
合は 73%が受け入れ可能であった（資料 2-
14）。一方で研修費の公的負担がない、すな
わち給与・その他研修費用は研修受入機関
が負担する場合には、受け入れ可能施設は
23%に減少した（資料 2-15）。 
現時点で受け入れ可能人数については全
体の 75%以上が 1〜２人の範囲にとどまっ
たが、中には 10人以上受け入れ可能としら
施設もあった（資料 2-16）。 
「卒後臨床研修ガイドライン(案)」に基づ
いた研修を行う場合の課題については、指
導者側に教育にかける時間がない、慢性的
な人員不足で新人であってもすぐに業務を
行なってもらわざるを得ないと答えた施設
が半数以上を占めた（資料 2-17）。 

2.病院薬剤師調査
薬剤師調査では、576 名からの 回答があ

り、薬剤師としての勤務経験等は図 １８ 
のとおり、80%程度の者が他施設での勤務
経験はなかった（資料 2-18）。 
保有している認定資格については、 資料

2-19 に示す。
外部研修の年間受講頻度は、平均 7.31

回、中央値 5 回であった（資料 12-20）。 
延べ 1 か月以上の受講経験においては、自
施設での研修が半数以上を占めた。認定・専
門薬剤師取得のための研修も143人（24.8%）
が受講、他施設での研修も 79 名（13.7%）
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が受講していた（資料 2-21）。 
 薬剤師として勤務する上での有意義だと
思う研修については、「医師に処方提案する
知識・技術を身につける研修」が最も多く、
「患者に服薬指導する知識・技術を身につ
ける研修」、「薬物体内動体解析に関する知
識・技術を身につける研修」等を 有意義に
考えていた(資料 2-22)。 

研修を受ける適切と思う時期については、
免許取得後２〜５年以内が58％を占めてい
た（資料 2-23）。 
 今後のキャリア形成 今後、薬剤師として
取り組んでいきたい学術活動に関しては、
学会等でのポスター・口頭発表が 393 名
（68％）で次に論文投稿が 267 名（46％）
であった（資料 2-24）。 
 将来的なキャリア形成については、認定
薬剤師、専門薬剤師の取得等について考え
ている薬剤師が多かった（資料 2-25）。 

D. 考察
1.病院調査
今回、薬剤師のキャリア形成促進に関する
アンケート調査を日本病院薬剤師会会員施
設に依頼したところ、病院 90 施設、薬剤師
576 名から回答を得た。回答施設の病院規
模は 500 床以上の施設が多く、開設主体に
おいては一般病院が多かった。病院での卒
後研修の状況においては、62％の病院でプ
ログラムに基づいた１カ月以上の卒後研修
が実施されていた。令和元年度の日本病院
薬剤師会会員施設 1,505 施設を対象とし
た「薬剤師の卒後研修カリ キュラムに関す
るアンケート調査」では、約 3 割の施設が
カリキュラムに基づいた 1ヶ月以上の卒後

研修を実施しており、それに比べ今回の結
果は多くの施設が卒後研修を実施していた。
前回のアンケートに比べ、回答数が少ない
こと、また、回答した施設の規模も 500 床
以上の施設が多い事も影響しているが、卒
後研修に関する必要性は高まっていると考
える。 
一方で、「卒後臨床研修ガイドライ ン(案)」
に基づいた研修実施ならびに他施設・薬局
からの受け入れにおいては、指導者側に教
育にかける時間がない、慢性的な人員不足
で新人であってもすぐに業務を行ってもら
わざるを得ない状況であるの課題があった
が、卒後研修制度が制度化された場合、他施
設ならびに薬局からの受け入れについては、
研修費の公的負担のある場合においては、
73％の施設が可能と回答があったことは、
今後の卒後研修の制度化に向けた体制整備
を進める上で重要である。一方で、今回の調
査では回答施設に地域差があり、地域別の
受け入れについての詳細な結果を得ること
ができておらず、今後は地域別の体制整備
に向けた調査が必要であると考える。 

2.病院薬剤師調査
薬剤師に対する調査においては、現時点

では認定・専門を取得している薬剤師は少
ないものの、外部研修の年間受講頻度は、平
均 7.31 回と積極的に研修を受けている。
さらに、「医師に処方提案する知識・技術を
身につける研修」、「患者に服薬指導する知
識・技術を身につける研修」、「薬物体内動体
解析に関する知識・技術を身につける研修」
等を有意義に考えており、若手のキャリア
パスを支援するための研修においては多職
種連携で活躍できる能力を重視することが
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重要と考える。今後のキャリアパスとして
も若手薬剤師は専門・認定 薬剤師の資格取
や学会発表や論文掲載を考えており、1 年
間の卒後研修から認定・専門取得につなげ
る教育研修体制についても検討が必要であ
る。 

E. 結論
卒後研修への取組みの重要性は多くの施
設で認識されていた。若手薬剤師のキャリ
アパスは多様であり、それを支えるプログ
ラムの必要性が認められた。
卒後研修の体制整備については、人材確保
や研修費用の公的助成等の課題を解決する
ことで、受け入れ可能とする施設が各地に
存在することが明らかとなった。全国規模
の卒後研修体制構築に向けては公表された
卒後研修ガイドラインに基づいて、具体的
な進展が期待される。 
最後に本研究にご協力いただいた日本病
院薬剤師会会員施設および諸氏に心より感
謝の意を表する。 

参考文献 
(1) 令和 3 年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（医薬品・医療機器等レギュラ
トリーサイエンス政策研究事業）「薬剤
師の卒後研修カリキュラムの調査研
究」.

F . 健康危険情報 
該当なし 

G. 研究発表
該当なし。

H. 知的財産権の出願・登録状況
該当なし。
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'FJ!l数但ぐ、7、)J
ヶ月目よリ

製QIJ:胡閤配日 I 
ギ角数値で入力
＇）月

麻菟洞月I:歴始咽明霞四
,jepj数侶で入力
々月目よしl

麻；；；涸IIJ:!!!f.ll四四
半角茨1匡で入刀
ヶ月

燕醐l!J袋：陀忍沢り匪D ギ臼数価で．？、カ
m月g」.'.I

漂廂雨�;印f.:'llll!]
ギ角玖恒で入刀
,,n 

01: 問!t晒F月匠藍’
ギミ数価で．？、カ
勺AR.J.'l

DI; 却関国曰
＊角数胆でノ、7J
，，月

I叩：P.llt"J/月区四
;jee, 数佃でスカ
勺月日より

TOM: 胡閤罷曰
＋角数/I!!で人刀
，，月

病9負柔溶：PR. 始咄瑚霞四
ギ色数佃で入力
ヮ月日よリ

病棟菜務：期．胡罷四
-f角数但ぐ入）J
ヶ月

要RIJC而は：f,'Jが�:tぅ罰置置 I 
.:j:Jii数値で入力
,, 月日よリ

芙韓；；外来：呻鰹
＊角数但ぐ，？、）J
，，月

-:'-―
足ヽ医w.:師；；1;1,1J匠四

半角数値で入力
＇）月日よリ

デーム医�:期胡霞四
ギ臼数恒で入力
h月

g沼司11�:f.,は6祁9四口
半角�I恒で入力
，，月日よ')

柄戻退究：!'l:F.:il!D 
ギ臼数価で？、カ
ゥ月

之令殺去；P.'如内111 ll!!] 
半角!Z(j匡で入刀
,,n日よ'J

-会充表：期f.ll区図l
,tce, 数値でスカ
，，月

哉文投裕：r: 始時明霞四l
＋角数Ii!!で人刀
，，月目よリ

滋文段冶：船FJI ll囮l
土色数佃で入力
，，月

てv>I也1:1111給8祁,JI霞四l
＋角数但ぐ？、）J
，，月目J:•J

そ,,,,,もI:蜘3置
+1f! 数値で入力
＇）月

てv>il!!.2:1111給8禁朋霞哀9
＊角数但ぐ:u」
ヶ月目J:•J

そ•7.>11!!?:問p� 爬 I 
＃角数値で入力
＇）月

•上,o:lー も」で「いじえJ衷た1刃7笈刃中J<:ヨもさtVciaさ1Jr;1念外」を溢IXし-v;ださ.,.

© 至'Jiさ口l::il)殺定こつじて
一

f¥!1l==澄ぢa�1,,, .,る,,,,�、

cv>'¼fJ璽

上ii.2-<!:·」で'·'じスJ衷たIJ I校ll'T'Jこ3ぢさIVc:;!;台13:ば1象�Jを溢IRして0ださ.,.

□9レー
，:1J-r笞平1ill至'l'.'Rい'7\,l•::0

OJI,- _;,.,,,:, 虚尻汗{Iii乏を圧いct·�

(p� 嗚l"'ilil:っ·'て(fl!数3吝 〇面裟1,.1:•.坪{Ill』'.),lも
oJ>l!!l!ll Dそ,7)此

u衿ご坪{II!-;';;£を;i;:<';― い る い
u刃念如「上�-(()」でいいえJ:lcT:JJ:「投汎中」と回�)

「),, ープリック浮1ill要1i,'l'll•:l. 、 格唸1こ�- ヽて坪踪，て<t"?<い
�'-鯰、-'cC:和奴霰I!]

「ルプリ必以外�i'fllli歪を用 拘没1こ式双芯氣℃ください
いてじる」湯合 、 その特徴匪!lJI

嘩胆1,.1:, 坪{Ill』'.).lも」玲言 格淡1こ?.,\て記踪Jてください
子の�11! 璽底9

「子9灌心益．子の"'ij! 怜唸 1こへ、 、ー（記叙�·<<T::さい

区四

―上記2-©」さ「_,, え.J:f.、こIJ.r�食；、I中JC回苓され9ご伝含l」.「_; .J条i4J-i!:送111.しが、,.::さ-'·

Olli溢担当百fl者を決めている
〇怜1こ定のていな， 9

o;·1il\外（「二記吟Jerしいえふ/cJJ .「 喰 H 中」と巨杏

®苓均祀ヨ去'::'!tiごつ＂ 双．

霞四

「指這I§;斉任点を汰,r✓.:c.,�」
俎会． 子v>.A訥厨田l

� 

Mi-~· 
＊角!ill臣で人刀

名

s,, 月以勺

。；；1迫日楼を放工してじる
〇行に；；；めて,,,I,;い
()il柔外（「ニピ-{j)」で「しいえ哀たは「味吋中」とE谷）

I!;� を記森-て<rc:a,

_J 

4ぷ詣設lこおいてづログラム1こ廷づいt.-1年間の卒後研絡名テ5,-,·1;t可能ですか．

謂·,芝9百日については、 む04年席辛径踪取「9叙<!:th案t勺な写捨C>t-めの祖百検討圭茎「葬目• llili辛後節界甜I餞ガイドうイ‘ハ：窯双f;;枠）
な':lJこ菜'i!JCili卒iゑ籍ぶ芍1洛におけるlo"苔冥Jc'lfi和3要件（冥）（浜付老苓溢1,:卒後栢庄紆i茎ガ•（・・ ラ•イン案ゆ内窓こつきましては、 今後
if.: 更され0こともあ＇）まて。 ）を老令にこ巨rfi,.�.::さい 。

回否墨□ QIJL, Qlいえ

5.4QJ回谷り） (IW:'
―

いいス）にかかわらず、 ブログラム1こ基づいた1年r.w 卒稜州修をhうにあた·）、 考入らn令問題
点を学Ifてくtぷ和 （符数同答可).

戸年1111�呵101) ·,1」ろ函切1,1
D的官唸ろ如経I .、,,,6い
D牧官用/1)'た!I必,,い
LJ'I曼IS:8叩、，\只不忠で新、ん、一t拓っ"t"すぐに柔哀をhっー（もらわさ◇を得なA状況C�◊
u衿こ悶註な-

nそJ:>11!.

問西占田曰

「が．ヽ記．（＇、下硲匿国9

fl. 辛後蒻洛制窟が制瞑It:六ht .-,·仮定して皆問します．

（辛後碩洛の制度化とIJ.巨釘®研栢制度叩様J;-1年問の卒後研栢を実筵し、 研栢俊IJ自施設での継匠採用だ1す でl
暉距設（病駐、 保険局、 行政など）へも輩出し、 キャリアバスを支接すが制厄を想土してい支す。 ）

,.!) ,;,
. 後洲お1)ll皮化さr、た痴、 WF:.しYN含->.II�をご斑詮,'.;!:;令こ<::JJ:•I稔℃すか』

1)郡¢苔,,.;:•t勺自l•O'JJ;;るJi:;·f:.·
琶四

:al)岬応蚊�)公［勺JllliO)なし痴
(/� ニ・そ7.>他\II苓斉用JHl戻合
;;..1郡ぬ·,自杞）霰四

(J)JII� 点でIii名のうffii;牛(;Jy'I
入れが-:tですか。 霰四'

〇こー1/1)回答(',I(Jい、 いいえ)I­
かか,-,た』

＂
、 新AH冷＊行':Iご”

たリ、 考えられる 'c,餞点を挙ドてく
虚いく和国叩匡'、

01なL, 0 しいえ

QIJL, Qlいえ

ギ臼数価で？、カ
" · 

□1罪廷·1111::a�.rに加Jるl�P.'がない

□3咋「でさろ指；；；祝いない
〇的官.'1'111.• ·:,ー！レふねい
□'l!!I:: 的,,,.1魚不，乏e新A、 e�っほ．が、:1-ll念乞行っ尽r.,/)さる，；；｛肋：バだ兄C詑る
U総弦で唸自した＾利を11!!厄款へ輩出すつ二とを考え：<:t, 
u杓：悶践1ふ

nそJ:>11!.

「そ,7)地立IA溶罷□

]. 辛裕碩烙�I官として;f/1甲I: されず、 苓局葵資,� を希苫する新辛萎珀卸が1年間IJ)写荘碍終を希苫した岨合（研餞
生の貸主等IJ亜用者である医痘磋間が負坦する） 1:-ついて頁r", します．

〇受f、1;;可託ですか？配四 () Ii!: い 〇じいぇ

©癸?-,• 詑な場合', 1,i1号点て何
A7>iJI鍔工の受、がア詑です
か ·,m

豆百施詮の菜Jill菜務Q芙腔状況についてぽ：距謀対家］

ギ臼数価で．？、カ
A .  

·:!>翠1）苦!Hill諏こついて

1)翠I)苔I!渚名fll(S80.'5、j • 角薮｛匝で入7J
2023年6/=証 m In 
2)苓1 1.:-11,硲迄料2(S2Gむ ギ均数価で？、カ
2020'J.6.'=実緒厄匿' 件

:.!)走院9祁苅J•�柑釦fl�•如；・ 半角政｛臣で人7J
(� 峠.) ?1'3平月三伎罷口 百

L)退）弓某斉J· 恰翡追桔bl王(GO !!cf=! 数値でスカ
点） W2l�6,� 実筏阻藍’ 百

,::1>かん名老荏函壱!!I:岱1こ�\て

1)蕊IJ:f,ICJ.;:, ガ,;,_苓.:tt!�,品答
珪料!\V)笠定尾匿'

•$> I丙枝��J茉敦夫梵刃〕豆1こついー（

〇有の煕

1)応朽答訓苓森寄版mi,t,頃宗
rm 

om主(1項a..> C t.o耳,:.inn. .s) o力C蕊1.;而o; C漂

3外夫9ヒ宇療沈諏こついて

1)外rt写院法][迫(l)e:..: , nil' •.) り）:t.· 0 碑; 0�

2)外天rt学径法力［写;:.:·斗i! ,tc!=i数価で入力
2028年6F:実栢霞匿〗 9牛

,)al怨染吋榮i乃止�a;;:こついて

〇忠染対突3ぶlJO互I:-?いて
m 

O ,;;c;;t狂止対勁J庶I祖定
o;;; 染t力止対勁J笙這定
〇笙定してしなJ

砂年,,ii茎謬.,し［

富
戸ほ年1こつ＂ ヽて 「こ、院冠 0葬函� 8入退院冠 0してしなJ

,7)哭愕-�s哭努哭るにつじて

I)索孜官協尭幸翠実務実名 十角数但ぐ？、）J
栢返葵RII贔' �

?)日病；；；；をを指迄室岬jj匪口

3河裔哭ぢ王受人＾致罠田l ギ臼数恒で入力
名:.mi年虔

·O翠IJ部叡呉の考戸梱定姿稔,�いて
�, 名;i,m,0.o:1'111釜を隈r与して＂ ＼る培,e;i:.. すべ＇てを記人してくたさし \,
'.>iJ:1も）t,烹呵Jiii>i:?.;i;祭引ほnと写F芦RIJCn(T)丙，うを荘合してし る鳩含 、 ・2名-!::ll�.7.、しぢ、led<, ．ヽ ）

1)R'-"后院苓g栢T.�;:i\;.,苓莉 ギ臼数価で入力
廃こ紐定秀資'.8�霞四l 名

2〉1::1:0:席院哭資lilt会葱采\11 .f<P ギ角薮恒で入刀
芸；；；槃�)€所・ 写ヨ念剤師霞曰 名

3)A'-'后院苓吝栢I.会；8袖科翌 #J:l数価でスカ
定菱剤節·!!jf翠韓；；匪四 名

L)日＾后院槃�,爵宝好l示摂孔 士角数但<::,7、）J
峠翌字苓U(紅・ 写吋苓QII贔 も
区四

6〉1::1:0-席院栞斉lilt会HN2宋症 ギ角数匝で入7)
翠屯楽雌弔・却ヨ念祁J師配藍’ 石

6)R'-"吝吝苓学令．り;,�,写f吃苔
剤l�tli潟荼資,g� 匿四l

7〉1::1:0:主芸哭守会招定深資1.EP· ＃角数匝で入刀
j秤9槃1il!希置匿' 名

B)A示吝寄苓学会西吻茫法翌 ギ均数価で入力
定菜剤師・考f要韓；；霞四 名

SI)日:0:紅太姓勝!Ii:� 外采か ＊角12<1臣で人刀
んな苓烈．定墜紐6罷曰l 名

10; 日本に学寮法学会に望,t�I !Ice. 数飼で入力
寮；；；烈定深和師霞藍’

9う8木緩和王病紫写会桓f琺 十角数/1!!で人刀
物需去i布蒻和邸霰口 ,'., 

12)8本現浜病宮葵1呂i/;=衷定 ギ角数匝で？、7J
猿怜日T坊�,印桧芸括衿士 忍
霞四

10;0ホ苗脈径掲栄哀学会栄蓑 .:j:ffj数恒で入力
サポー トチーム弓吋烹法士 名
一

14:, 日本高由圧字全高血王蒻 ギ全数侶で入力
虞抒iHカ痘宝1辟H霰 名

16:1::l:f. ブラ イマリケア丑合云会 半角£11匡で入刀
ブっイマl)';°J芸遜祁j師配g 名

16'A本庇戻fl�、俣学令 ギ臼数価で入力
定菱葵J師霰四 � 

17)1::l:1'麟Iも祁守会乏菩＇さi� 半角政恒で入7J
船h匪ml 名

18:�(,,'lftl匿国＇
$/!j数価で？、カ

名

「10)なのii!奴）内宕厨四
只’^ がJI,わ客さくたるい

病院坦百蓉の同答1こ際しての補炉などあれIiご印栽<t.:さい。

自出記公

.

9J-

三 I点壱りも （ 苔認）

®NTTExCJC-t-ナー

::,,, がeMONTT E,CP, が,mco,p゚ ,.. .,、,,,.,.. ,..,, .. �,

7
|_

J
]
J
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https://getfireshot.com/pdf_aHR0cHM6Ly93d3cubHNsbXMuanAvcG9ydGFsL2NhcmVlci1wL2ZpbGVzL2d1aWRlbGluZS5wZGY=
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橋田亨
資料１-1：病院調査

橋田亨
資料１-1：病院調査
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橋田亨
資料１-2：病院薬剤師調査

橋田亨
資料１-2：病院薬剤師調査
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１.回答施設の概要：病院調査・病床数

２.開設主体

３.病院の種類
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４.常勤薬剤師数

５.新人職員への研修実施状況

６.レジデントの実施状況
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７.研修期間について

８.研修項目

９.到達目標の設定について



資料 2 

21 

１０. 研修評価方法（複数回答可）

１１. 卒後臨床研修ガイドライン(案)に基づく研修の実施

１２. 都道府県別の卒後臨床研修ガイドライン(案)に基づく研修の受入
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１３. 「卒後臨床研修ガイドライン(案)」に基づいた研修を行う場合の課題

(複数回答可) 

１４. 卒後研修制度が制度化された場合、他施設・薬局からの受入

（研修費の公的負担のある場合） 

１５. 卒後研修制度が制度化された場合、他施設・薬局からの受入

（研修費の公的負担のない場合(給与・その他研修費用は研修受入機関が負担) ） 
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１６. 現時点での受け入れ可能人数

１７. 「卒後臨床研修ガイドライン(案)」に基づいた研修を行う場合の課題

(複数回答可)（他施設・薬局からの受入） 

１８. 薬剤師調査・勤務経験等
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１９. 認定資格の保有状況(複数回答可)

２０. 外部研修の年間受講頻度

２１. 研修期間延べ 1か月以上の受講経験
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２２. 薬剤師として勤務する上での有意義だと思う研修(複数回答可)

２３. 研修を受ける上で適切と思う時期

２４. 今後取り組みたい学術活動(複数回答可)
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２５. 将来的なキャリア形成(複数回答可)
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令和５年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

令和５年度 分担研究報告書 

「薬剤師のキャリア形成促進に関する研究」 

研究分担者 渡邊 大記 公益社団法人日本薬剤師会副会長 

研究要旨 

 国内における薬局薬剤師のキャリア形成についての現状と課題を把握するため、

薬局及び薬局に勤務する薬剤師（薬剤師免許取得から概ね 10 年以内）を対象とし

て、薬局調査及び薬局薬剤師調査を実施した。 

 薬局調査では 1,485 施設の回答が得られ、薬局薬剤師調査では 1,237 名の回答を

得た。 

 薬局調査では、同一店舗数が 20 店舗未満とそれ以上で薬剤師の採用動向に差が

あり、20 店舗未満では新卒薬剤師の採用割合が低かった。それに関連して 20 店舗

未満では、新入局者への研修の実施体制が十分に整えられないことが推定された。

また、「卒後臨床研修ガイドライン（案）」に基づいた薬局での「在宅訪問」及び「地域

連携」の研修の受入に関しては、現状では 26％の薬局でしか対応できず研修者数の

規模によっては、受入体制が整わない可能性がある。 

 薬剤師調査では、「研修認定薬剤師」の取得率は高いものの、「領域別薬剤師」や

「専門薬剤師」等の取得率は低い状況であった。また、病院研修で経験したい内容で

は、「がん化学療法」、「緩和ケア」、「無菌調製」、などが挙げられ、これらは外来がん

化学療法の進展に伴い学習の意欲が高まっていることが背景にあると推定される。 

A．研究目的 

 厚生労働省「薬剤師の養成及び資質

向上等に関する検討会」が、令和 3 年 6

月 30 日に公表したとりまとめにおいて、

薬剤師の資質向上を確保する方策とし

て、卒後研修、生涯研修等に関して実

施体制等を検討することが示された。 

こうした状況を踏まえ、「薬局における

卒後研修の実施体制・受入体制等の実

態調査」、「薬剤師を対象としてキャリア

形成に関する意識調査」を実施し、受入

体制等の現場の実態等を明らかにし、

その課題などを把握することを目的とし

ている。 

Ｂ．研究方法 

 薬局を対象とした「薬局調査」、薬局に

勤務する薬剤師（薬剤師免許取得から

概ね 10 年以内）を対象とした「薬局薬剤

師調査」の２調査について、それぞれ

Web 上に回答フォームを作成し、令和６

年１月～３月にかけて Web 調査を実施し

た。それぞれの調査内容は別添の調査

票のとおりとなっている。 
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また、調査の周知などについては、分

担研究者の所属組織である（公社）日本

薬剤師会を中心に周知を実施し、約

58,300 施設の薬局に協力依頼を送付す

るとともに、日本保険薬局協会及び日本

チェーンドラッグストア協会にも協力を仰

ぎ、本調査について周知した。 

Ｃ．調査結果 

１．薬局調査 

１）回答薬局の基礎情報

薬局調査では、1,485 施設からの回答

があり、開設主体別では、図１、図２のと

おり、「株式会社」からの回答が多くを占

めた。 

図１．開設主体 

（n=1,460） 

図２．法人の種類 

（n=1,423） 

同一開設主体による薬局店舗数別で

は、図３のとおり、300 店舗以上の薬局

からの回答が半数程度を占めた。 

図３．同一開設主体による薬局店舗数 

（n=1,459） 

各店舗の常勤薬剤師数は、図４のと

おりで平均 3.47 人、中央値 3 人であっ

た。 
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図４．常勤薬剤師数 

（n=1,458） 

このうち在宅業務に従事する薬剤師数

は、図５のとおりとなっており、平均 2.09

人、中央値 2.0 人であった。 

図５．在宅業務に従事する薬剤師数 

（n=1,458） 

また、同一開設主体による薬局店舗

数と令和３～５年度の薬剤師採用数の

関係を見ると、図６のとおり、個店や小

規模チェーンでは新卒薬剤師の採用が

少ない傾向であった。 

図６．薬局店舗数別の薬剤師採用数 

（n=951） 

２）薬局での研修の状況

 薬局での新入局者への研修実施状況

は、図７のとおり、７割程度の薬局にお

いて新入局者への研修が実施されてい

た。また、薬局店舗数別では、図８のと

おり、個店や小規模チェーンでは新入局

者への研修の実施は少なかった。 

197

359

334

195

136

187

45

5

0 100 200 300 400

1人

2人

3人

4人

5人

6～9人

10～14人

15人以上

349

305

320

204

127

67

35

15

17

7

5

7

0 100 200 300 400

0人

1人

2人

3人

4人

5人

6人

7人

8人

9人

10人

11人以上

0.76

1.03

0.86

0.79

1.44

1.43
3.47

1.89

1.20

0.63

1.50

0.03

0.06

0.07

0.06

0.19

0.30

1.53

0.96

0.83

0.63

1.13

0.00 1.00 2.00 3.00

1店舗

2店舗

3店舗

4店舗

5店舗

6～19店舗

20～49店舗

50～99店舗

100～199店舗

200～299店舗

300店舗以上

人

令和3～5年度採用薬剤師数（中途、既卒含

む）
うち、新卒薬剤師の採用



30

図７．薬局での新入局者への研修実施

状況 

（n=1,259） 

図８．薬局店舗数別の新入局者への研

修実施状況 

（n=1,233） 

３）新入局者へのプログラムを用いた研

修の状況 

新入局者へプログラムを用いて研修

を実施している薬局の研修期間は図９、

図 10 のとおり、１年以上をかけて研修を

実施していることが多かった。 
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図９．新卒者、既就労者で同一のプログ

ラムを実施している場合の研修期間

（n=120） 

図 10．新卒者、既就労者で別のプログ

ラムを実施している場合の研修期間

（n=606） 

 また、到達目標の設定状況等に関して

は、図 11 のとおり、新卒者・既就労者で

別のプログラムを用いている場合では、

多くで到達目標の設定がされていた。 

図 11．到達目標の設定有無 

 到達目標を設定している場合の内容

は、図 12 のとおり、研修者当人で設定、

プログラムに基づいた設定が多かった。 

図 12．到達目標の内容（複数回答可） 

 また、評価体制・方法に関しては、図

13、図 14 のとおり、評価表を用いて評価

を実施し、第三者評価を併せて実施して

いる場合が多かった。 
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図 13．評価体制 

図 14．評価方法 

 指導担当責任者の設置状況は、図 15

のとおり、ほとんどの薬局において指導

担当責任者が設置されている。 

図 15．指導担当責任者の設置 

４）実地研修（OJT）の状況

① 新卒者、既就労者で同一の実地研

修を実施している薬局 

 実地研修（OJT）修了の判断は、図 16

のとおり実施されていた。 

図 16．実地研修修了の判断（複数回答

可） 

（n=40） 

② 新卒者、既就労者で別の実地研修

を実施している薬局 

 実地研修の内容設定については、図

17 のとおり設定されていた。 
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図 17．実地研修の内容設定（複数回答

可） 

（n=65） 

５）今後の薬剤師採用による薬局での薬

物治療管理の質向上 

 今後の薬剤師の採用については、図

18 のとおり、病院での卒後臨床研修を

修了したものを採用した方が、薬局での

薬物治療管理の質の向上につながると

考える薬局が半数程度を占めた。一方

で、どちらともいえない考えも半数程度

であった。 

図 18．今後の薬剤師採用による薬局で

の薬物治療管理の質向上 

（n=1,259） 

６）病院での研修に期待すること

仮に自薬局の薬剤師を病院での研修

に派遣するとすれば、図 19 のとおり、

「がん化学療法」、「緩和ケア」、「無菌調

製」といった業務の研修を実施してほし

いとの意見が多かった。 
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図 19．病院研修で希望する研修の内容

（複数回答可） 

（n=1,259） 

また、病院での研修を薬局薬剤師の

資質向上につなげるためには、図 20 の

とおり、「医療従事者間のコミュニケーシ

ョン能力」や「薬物治療の知識」などを身

に着けてほしいとの意見が多かった。 

図 20．薬局薬剤師の資質向上につなげ

るために病院研修で身に着けてほしい

能力・技能等 

（n=1,259） 

７）薬局での研修の受入

薬局での「卒後臨床研修ガイドライン

（案）」に基づく、「在宅訪問」及び「地域

連携」の研修の受入については、図 21

のとおり、現状では「可能」及び「検討の

余地あり」は 25％程度であった。また、

薬局店舗数別では、図 22 のとおり、1～

20 店舗程度の個店や小規模チェーンで

は「可能」及び「検討の余地あり」が高い

傾向にある。 

都道府県別では、図 23 のとおりでは

あるが、回答施設数が少ない都道府県

もあり、都道府県毎の受入体制の状況

を分析することは困難である。なお、30

施設以上から回答があった 18 都道府県

では、図 24 のとおり、「宮城」、「愛知」、

「沖縄」で「可能」及び「検討の余地あり」
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との回答割合は少なかった。一方で、

「わからない」との回答も40％前後となっ

ている。 

図 21．卒後臨床研修ガイドライン（案）に

基づく研修の受入 

 （n=1,259） 

図 22．薬局店舗数別の卒後臨床研修ガ

イドライン（案）に基づく研修の受入

（n=1,233） 

図 23．都道府県別の卒後臨床研修ガイ

ドライン（案）に基づく研修の受入 

（n=1,259） 
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図 24．都道府県別（回答が 30 施設以

上）の卒後臨床研修ガイドライン（案）に

基づく研修の受入 

（n=951） 

このうち「可能」、「検討の余地あり」と

回答した薬局の研修者の最大受入人数

は、図 25 のとおりで、平均 1.1 名、中央

値 1 名が受入可能との回答であった。 

図 25．研修者の最大受入人数 

（n=347） 

また、仮に「卒後臨床研修ガイドライ

ン（案）」に基づいた研修を行うこととなっ

た場合の課題としては、図 26 のとおり、

指導薬剤師の育成や人員の問題が課

題として挙げられた。 
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図 26．「卒後臨床研修ガイドライン（案）」

に基づいた研修を行う場合の課題（複数

回答可） 

（n=1,259） 

２．薬局薬剤師調査 

１）回答薬剤師の基礎情報

薬局薬剤師調査では、1,237 名からの

回答があり、薬剤師としての勤務経験等

は図 27 のとおり、90％程度の者が病院

薬剤師等の経験はなかった。 

図 27．勤務経験等 

（n=1,237） 

保有している認定資格については、

図 28 のとおりで、80％程度の者が研修

認定薬剤師の認定を取得していた。 
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研修用の指導ツー
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指導薬剤師として研

修に割く人員がいな
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研修者を送り出すた

めの人員的余力が

ない

特に問題なし

その他
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23%
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65%
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２０２１年４月から２０２３年現在の間に薬剤師免許

を取得後、薬局薬剤師として勤務（病院薬剤師等

の経験なし）
２０２１年４月から２０２３年現在の間に薬剤師免許

を取得後、病院薬剤師などの勤務経験あり

２０２１年３月以前に薬剤師免許を取得後、薬局薬

剤師として勤務（病院薬剤師等の経験なし）

２０２１年３月以前に薬剤師免許を取得後、病院薬

剤師などの勤務経験あり
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図 28．認定資格の保有状況（複数回答

可） 

（n=1,237） 

 外部研修の年間受講頻度は、図 29 の

とおりとなっており、平均5.02回、中央値

3 回となっている。 

図 29．外部研修の年間受講頻度 

（n=1,237） 

２）研修の受講

薬局薬剤師として勤務する上での有意

義だと思う研修については、図 30 のとお

り、「認定・専門薬剤師の認定取得に必

要な研修」、「在宅業務に関する研修」、

「自己のスキルアップ（知識習得）のため

の研修」、「地域包括ケアシステムに関

する研修（健康サポート、地域連携薬局

の要件となっている研修）」等を有意義

に考えていた。 
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図 30．薬局薬剤師として勤務する上で

の有意義だと思う研修（複数回答可） 

 （n=1,237） 

 この中で「現在勤務する薬局がある医

療圏内での病院における研修」及び「現

在勤務する薬局がある医療圏内とは関

係なく、病院における研修」と回答した薬

剤師について、病院研修を受ける適切

な時期を調査したところ、図 31 のとおり、

免許取得後 2～5 年以内に病院研修を

受けることが望ましいとの回答が多かっ

た。また、病院研修で経験したい業務に

ついては、図 32 のとおり、「がん化学療

法」、「緩和ケア」、「無菌調製業務」とい

った回答が多かった。 

図 31．病院研修を受ける適切と思う時

期 

（n=679） 

図32．病院研修で経験したい業務（複数

回答可） 

（n=679） 
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 こうした病院での研修経験・実務経験

を要件として加えることで、薬局機能の

向上に繋がると思われる薬剤師の立場

については、図 33 のとおり、地域連携

薬局、専門医療機関連携薬局の質の向

上につながるとの回答が多かった。 

図 33．病院の研修経験を要件に加える

ことで薬局機能の質の向上につながる

薬剤師の立場（複数回答可） 

（n=1,237） 

３）今後のキャリア形成

今後、薬局薬剤師として取り組んでい

きたい学術活動に関しては、図 34 のと

おり、学会等でのポスター・口頭発表に

取り組みたいとの意見が多かった。一方

で、「取り組みたい学術活動はない」が

70％程度を占めた。 

図 34．薬局薬剤師として今後取り組み

たい学術活動（複数回答可） 

 （n=1,237） 

将来的なキャリア形成については、図

35 のとおり、認定薬剤師の取得等につ

いて考えている薬剤師が多かった。また、

「わからない」といった回答も 35％程度

あった。 
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口頭発表

論文投稿

学位（薬学博士）の取

得

学位（薬学博士以外）

の取得

その他

取り組みたい学術活

動はない
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図 35．将来的なキャリア形成（複数回答

可） 

（n=1,237） 

Ｄ．考察 

１．薬局調査 

 今回の調査では、1,485 施設からの回

答が得られ、令和４年度末の薬局数が

62,375 施設と考えると、全国 2.5％程度

の薬局から回答が得られている。 

 薬局の規模によるの薬剤師の採用状

況をみると、図６のとおり、個店や小規

模チェーンでは採用できる薬剤師数も、

そのうちの新卒者も少ない傾向にある。

こうした個店や小規模チェーンでは、経

験者を中心に採用が行われていると思

われ、図８のとおり、新入局者への研修

プログラムに基づいた研修や実地研修

ができていない傾向があると推察される。 

一方で、20 店舗以上の大中規模薬局

チェーンにおいては、図６のとおり、定期

的に薬剤師を採用している場合が多い

と思われ、新卒薬剤師も定期的に配属

がされている傾向にある。こうした大中

規模薬局チェーンでは、定期的な人員

採用があることから、図８のとおり、新入

局者への研修プログラムなどの整備が

行われていると推察される。 

新入局者に対してプログラムを用いて

研修を実施している薬局にあっては、半

年から１年以上の研修を実施している場

合が多く、薬局薬剤師を育成するために

は少なくとも１年程度の研修期間が必要

と考えられる。 

病院での希望する研修内容について

は、図 19 のとおり、「がん化学療法」、

「緩和ケア」、「無菌調製」の回答が多か

った。これは第８次医療計画でも示され

るように、がんの医療体制の構築に際し

て、がん患者への在宅療養支援機能が

薬局にも求められている状況もあり、

「がん」に関連する業務の研修に期待が

寄せられたと考えられる。 

最後に「卒後臨床研修ガイドライン

（案）」に基づく薬局での「在宅訪問」及

び「地域連携」の研修の受入については、

図 21 のとおり、「可能」、「検討の余地あ

り」を合算しても 26％であり、現行の体

制では受入に課題があるといえる。しか

し一方で、これらの「可能」、「検討の余

地あり」とする薬局は個店や小規模チェ

ーンの方に高く分布しており、新規採用

が少なく、体制が整えにくい状況にあっ

ても、卒後研修に取り組む意欲の高さが

伺える。都道府県別での研修の受入は、

図 23 のとおり回答施設数が少ない都道

府県もあり、地域差が十分に分析できな
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その他
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い状況であるが、「わからない」と回答が

一定数存在することから、卒後研修の

受入に関する実際的なイメージがしにく

い状況にあると考える。 

課題となっている点は、図 26 のとおり、

指導薬剤師の育成や人員不足などが挙

げられており、「卒後臨床研修ガイドライ

ン（案）」に基づいた研修を実施するには、

指導薬剤師の育成体制や人員の充足

などが肝要と考える。 

２．薬局薬剤師調査 

 今回の調査では、1,237 名の薬局薬剤

師からの回答が得られている。 

 回答があった薬局薬剤師においては

図 28 のとおり、80％程度が研修認定薬

剤師を取得している。一方で、それ以外

の認定資格等の取得率は低く、背景に

は認定要件などの兼ね合いから薬局薬

剤師には認定取得が難しい、認定取得

の意義が薄いといった理由があると考

えられる。 

また、年間の外部研修の受講頻度に

ついては、図 29 のとおり、バラつきが多

く、個人差があるような状況であった。こ

れは個人の生涯学習に対する意欲など

が関係していると考えられる。 

 薬局薬剤師として勤務する上で有意義

だと思う研修では、図 30 のとおり、「認

定取得に必要な研修」や「地域包括ケア

システムに関する研修」といった認定の

ための要件を満たすための研修を有意

義とする回答が多かった。また、今後更

なる需要が見込まれることから「在宅業

務に関する研修」との回答も多くあった

と考えられる。 

この設問内で「病院における研修」を

有意義と答えた薬局薬剤師に対して、

図 31、32 のとおり、「病院研修を受ける

時期」と「病院研修で経験したい業務」を

聴取したところ、病院研修を受ける時期

として、「薬剤師免許取得後 1 年以内」

及び「薬剤師免許取得後 2～5 年以内」

との回答が全体の約 85％を占めており、

薬剤師免許取得後 5 年以内には病院研

修を受けることが適切と考える薬剤師が

多かった。特に「薬剤師免許取得後 2～

5 年以内」の回答が 63％を占めており、

十分に薬局業務を経験した上で病院研

修を実施したほうが良いと考える薬局薬

剤師が多いためと考えられる。 

 また、病院研修で経験したい業務にお

いては、薬局調査と同様の傾向となって

おり、「がん化学療法」、「緩和ケア」、

「無菌調製」の回答が多く、薬局調査と

同様の理由が考えられる。 

 最後に将来的なキャリア形成に関して

は、図 35 のとおり、半数程度が認定薬

剤師の維持・取得などを考えており、今

後のキャリア形成を考えられている状況

であった。一方で、図 34 の「取り組みた

い学術活動はない」との回答が 70％程

度を占め、図 35 の「わからない」と回答

も 30％程度存在し、急速な医療制度の

変遷や薬剤師を取り巻く社会情勢の変

化に伴い、大きく業務の転換が求められ

ている時代となり、目標を設定できない

薬剤師も一定程度存在すると考える。 

Ｅ．結論 

 今回の調査を踏まえて、今後の薬局で

の研修を考えると、店舗規模に応じた研

修支援策を講じる必要があると考えられ
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る。特に同一店舗数が 20 店舗未満とそ

れ以上を境界として新卒薬剤師の採用

動向に差が生じている。20 店舗未満の

薬局では、新卒薬剤師の採用が少ない

ことから、新入局者への研修を実施して

いないとの回答が多いが、そのような中

でも卒後研修への取組み意欲は高く、

その研修体制をいかに整備するのかを

考える必要がある。 

また、薬局における卒後研修の実施

体制・受入体制等を考えると、卒後臨床

研修ガイドライン（案）に基づいた研修を

実施するためには、現状の体制では「受

入体制」、「指導薬剤師の育成」に対して

課題があった。 

 「受入体制」に関する課題では、現時

点で「受入可能」若しくは「検討の余地あ

り」と回答した薬局を合算しても全体の

26％に留まる。一方で、「わからない」と

の回答も 40％程度存在した。こうした結

果を考えると、卒後臨床研修の研修者

数が増加した際に、薬局において継続し

て研修を受入・実施するには特定の薬

局への負担が大きくなると考えられ、受

入体制の強化が必要であるとともに、薬

学生の実務実習とは異なる研修内容に

ついて具体的な実施方法も示す必要が

ある。 

 「指導薬剤師の養成」に関する課題で

は、指導薬剤師の育成に割く時間や人

員が不足しているなどの回答が多く、指

導薬剤師の育成や指導の質を確保する

ためには、店舗毎の薬剤師の人員拡充

等の方策が必要である。 

また、薬局薬剤師のキャリア形成を考

えると、現状では「研修認定薬剤師」を

取得している薬局薬剤師は多いものの、

「領域別薬剤師」や「専門薬剤師」等の

取得率は低い傾向にあった。受入態勢

にも関連するが、仮に研修者を受け入

れる薬局に専門医療機関連携薬局とい

った専門性を要件として求めるのであれ

ば何らかの支援が必要である。 

 薬局薬剤師が病院研修で経験したい

内容では、「がん化学療法」、「緩和ケ

ア」、「無菌調製」などの回答が多く、こ

れは外来がん化学療法の進展に伴う結

果と推定される。また一方、病院での研

修を薬局薬剤師の資質向上に繋げるた

めには、医療従事者間のコミュニケーシ

ョン能力を身に着ける必要があることも

示唆される。「卒後臨床研修ガイドライン

（案）」ではこれらの研修項目が含まれて

おり、病院研修の実施に際しては、こう

した内容の研修を充実させていくことも

必要である。 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

該当なし 

２．学会発表 

該当なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

薬剤師のキャリア形成促進に関する研究 薬局調査票（控） 

本調査（薬局調査）は、薬局の開設者若しくは管理者の方がご回答ください。 

※ 本様式はお手元の控用としてご利用いただき、ご回答は下記の Web 回答フォームよりお願い

いたします。なお、セキュリティ等により下記 URL に接続できない場合は、スマートフォンなど

からご回答いただいても構いません。

URL：https://www.lslms.jp/portal/career-p/ 

【ご回答締切：令和６年３月予定】 

薬 局 名：

電話番号： （    ）

問１．貴薬局の概要について 

（１） 貴薬局の所在地をお答えください。

都・道・府・県 

（２） 貴薬局の開設主体をお答えください。

１ 法人 ２ 個人（→（４）へ） 

（３） 法人の種類をお答えください。

   １ 株式会社 ２ 有限会社 ３ 合資・合名会社 

   ４ 合同会社 ５ 公益・一般社団法人 

６ その他（具体的に： ） 

（４） 同一開設主体による薬局店舗数をお答えください。（貴薬局も含みます）

（ ）店舗 

（５） 貴薬局の令和５年 10 月の処方箋受付枚数をお答えください。

    １ 0～99 枚  ２ 100～499 枚  ３ 500～999 枚 

    ４ 1,000～1,999 枚 ５ 2,000～2,999 枚 ６ 3,000～3,999 枚 

    ７ 4,000 枚以上 
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（６） 貴薬局（及び管理薬剤師の方）が加入している団体についてお答えください。（複数回答可）

１ 日本薬剤師会    ２ 日本保険薬局協会

３ 日本チェーンドラッグストア協会  ４ いずれも未加入

（７） 貴薬局の表示及び認定薬局の取得状況についてお答えください。（複数回答可）

１ 健康サポート薬局   ２ 地域連携薬局

３ 専門医療機関連携薬局  ４ １から３のいずれにも該当しない

（８） 貴薬局に勤務している薬剤師の人数（勤務実態がない薬剤師を除く）をお答えください。

薬剤師数（常勤換算※）：（      ）人

※常勤換算については、以下の方法で算出してください。また、常勤換算後の職員数は小数点以下第 1 位まで

お答えください。

・1 週間に数回勤務の場合：（非常勤職員の 1 週間の勤務時間）÷（貴薬局が定めている常勤職員の 1 週間の

勤務時間）

・1 か月に数回勤務の場合：（非常勤職員の 1 か月の勤務時間）÷（貴薬局が定めている常勤職員の 1 週間の

勤務時間×4）

（９） 貴薬局での薬剤師の採用状況をお答えください。

令和５年度採用 

（中途入社含む） 

令和４年度採用 

（中途入社含む） 

令和３年度採用 

（中途入社含む） 

薬剤師（既卒含む） 人 人 人 

うち、当該年度の

新卒薬剤師 
人 人 人 

（10） 貴薬局で「かかりつけ薬剤師指導料」及び「かかりつけ薬剤師包括支援料」の届出を行って

いる薬剤師数をお答えください。 

   （ ）人 

（11） 貴薬局の令和５年 10 月の「在宅患者訪問薬剤管理指導料」及び「居宅療養管理指導費」

の算定回数、在宅業務に従事する薬剤師数をお答えください。 

   訪問薬剤管理指導料： （ ）回 

   居宅療養管理指導費： （ ）回 

   在宅業務に従事する薬剤師数： （ ）人 
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（12） 貴局に在籍する薬剤師の各認定の取得状況についてお答えください。

  １ 研修認定薬剤師（CPC 認証取得研修を含む） （ ）人 

  ２ 実務実習指導薬剤師 （ ）人 

  ３ 学会等の認定による認定薬剤師・専門薬剤師・指導薬剤師 

   ・認定制度名：（            ）、（ ）人 

   ・認定制度名：（            ）、（ ）人 

   ・認定制度名：（            ）、（ ）人 

（13） 貴局での令和４年度の薬局実務実習の受入状況※についてお答えください。また、「受入

あり」の場合は受け入れた学生数を併せてお答えください。

１ 受入あり（受入人数：     人）   ２ 受入なし

※ 主として実習生を受け入れた場合のみ。（OTC や在宅など一部の実習を委託された場合は

受入数に含めない）

問２．貴薬局での研修状況について 

本調査における「新入局研修」は、新規に入局した薬剤師（新卒者、既就労者に関わらず）を

対象とした研修とします。 

（１） 貴薬局での「新入局研修」の実施状況をお答えください。

１ 実施（又は実施予定）している（実地研修（OJT）を含む） 

２ 実施していない（又は実施予定なし）（→（８）へ） 

（２） 貴薬局で実施している「新入局研修」の内容をお答えください。

   １ 新卒者、既就労者で同一のプログラムを実施 （→（３）へ） 

   ２ 新卒者、既就労者で別のプログラムを実施  （→（４）へ） 

   ３ 新卒者、既就労者で同一の実地研修（OJT）を実施（プログラムは未策定）（→（５）へ） 

   ４ 新卒者、既就労者で別の実地研修（OJT）を実施（プログラムは未策定）（→（６）へ） 

５ その他（                      ） （→（７）へ） 

（３） 「新卒者、既就労者で同一のプログラムを実施」の場合

① 貴薬局での研修プログラムに基づいた新入局研修の導入年月についてお答えください。

なお、導入年月が不明の場合は、概ねのご回答で構いません。

西暦 年 月より導入 

② 貴薬局の新入局研修での研修期間についてお答えください。
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１ 1 か月未満 ２ 1 か月～3 か月未満 ３ 3 か月～6 か月未満 

４ 6 か月～12 か月未満 ５ 1 年以上 

③－１ 貴薬局の新入局研修での各研修内容の有無をお答えください。また、実施している研

修内容について、研修開始時期及び研修実施期間をお答えください。

実施有無 研修項目 研修開始時期 研修期間 

有 ・ 無 
調剤 

（計数・散剤・水剤・軟膏など） 
研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 
セルフメディケーション（OTC 医

薬品・検査薬等の販売）
研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 衛生・生活用品の販売 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 麻薬調剤 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 無菌調製 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 保険制度 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 処方監査・疑義照会 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 服薬指導・記録 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 健康相談 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 在宅業務 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 地域連携 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 医療安全 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 感染対策 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 
その他 

（   ） 
研修開始から   か月目     か月間 

③－２ 研修項目「在宅業務」について、研修内容に含めている薬局外の医療・介護関係者と

の連携をお答えください。（複数回答可）

１ 医師の訪問診療への同行
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２ 医師とのカンファレンス等への同席 

３ ケアマネジャーとの打合せ等への同席 

４ サービス担当者会議への同席 

５ 家族等介護者への説明への同席 

６ 介護施設等におけるスタッフとのカンファレンスへの同席 

７ 後見人との面会への同席 

８ その他（ ） 

④－１ 貴薬局の新入局研修での到達目標の設定についてお答えください。また、設定してい

る場合はその目標設定の特徴をお答えください。

１ 到達目標を設定している

到達目標の特徴： 

２ 到達目標を設定していない 

④－２ 貴薬局の新入局研修での到達目標の設定等に際して、当てはまるものをお答えくださ

い。（複数選択可） 

    １ 面談でキャリアプランを提示し、上長が個別に設定し、管理している 

    ２ 研修者当人が到達目標を設定し、管理している 

    ３ 予めプログラムに基づいた目標を用意し、研修者がチェックする 

④－３ 貴薬局の新入局研修で評価が目標に達していない場合のフォローアップ体制につい

てお答えください。 

自由記載 

⑤－１ 貴薬局の新入局研修での評価体制についてお答えください。（複数回答可）

 また、実施している評価方法について、その特徴をご記載ください。 

１ 評価票を用いて評価を実施 

特徴： 

２ 面談により評価を実施 

特徴： 
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３ その他 

特徴： 

    ４ 評価体制はない 

⑤－２ 貴薬局の新入局研修での評価方法ついてお答えください。

１ 自己評価のみ  ２ 上長等による第三者評価のみ 

３ 自己評価と第三者評価の両方 

⑥ 貴薬局の新入局研修での指導担当責任者の設置状況についてお答えください。

１ 設置している    ２ 設置していない

→ 続いて（９）以降のご回答をお願いします。

（４） 「新卒者、既就労者で別のプログラムを実施」の場合

① 貴薬局での新卒者に対する研修プログラムの導入年月についてお答えください。なお、導

入年月が不明の場合は、概ねのご回答で構いません。

    西暦 年 月より導入 

② 貴薬局の新卒者に対する研修プログラムの研修期間についてお答えください。

１ 1 か月未満 ２ 1 か月～3 か月未満 ３ 3 か月～6 か月未満 

４ 6 か月～12 か月未満 ５ 1 年以上 

③－１ 貴薬局の新卒者に対する研修プログラムの各研修内容の有無をお答えください。また、

実施している研修内容にについて、研修開始時期及び研修実施期間をお答えください。

実施有無 研修項目 研修開始時期 研修期間 

有 ・ 無 
調剤 

（計数・散剤・水剤・軟膏など） 
研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 
セルフメディケーション（OTC 医

薬品・検査薬等の販売）
研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 衛生・生活用品の販売 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 麻薬調剤 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 無菌調製 研修開始から   か月目     か月間 
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有 ・ 無 保険制度 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 処方監査・疑義照会 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 服薬指導・記録 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 健康相談 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 在宅業務 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 地域連携 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 医療安全 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 感染対策 研修開始から   か月目     か月間 

有 ・ 無 
その他 

（   ） 
研修開始から   か月目     か月間 

③－２ 研修項目「在宅業務」について、研修内容に含めている薬局外の医療・介護関係者と

の連携をお答えください。（複数回答可）

１ 医師の訪問診療への同行

２ 医師とのカンファレンス等への同席

３ ケアマネジャーとの打合せ等への同席

４ サービス担当者会議への同席

５ 家族等介護者への説明への同席

６ 介護施設等におけるスタッフとのカンファレンスへの同席

７ 後見人との面会への同席

８ その他（                                  ）

④－１ 貴薬局の新卒者に対する研修プログラムの到達目標の設定についてお答えください。

また、設定している場合はその目標設定の特徴をお答えください。

１ 到達目標を設定している

到達目標の特徴： 

２ 到達目標を設定していない 
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④－２ 貴薬局の新卒者に対する研修プログラムでの到達目標の設定等に際して、当てはま

るものをお答えください。（複数選択可） 

    １ 面談でキャリアプランを提示し、上長が個別に設定し、管理している 

    ２ 新卒者当人が到達目標を設定し、管理している 

    ３ 予めプログラムに基づいた目標を用意し、研修者がチェックする 

④－３ 貴薬局の新卒者に対する研修プログラムで評価が目標に達していない場合のフォロ

ーアップ体制についてお答えください。 

自由記載 

⑤－１ 貴薬局の新卒者に対する研修プログラムの評価体制についてお答えください。（複数

回答可）

また、実施している評価方法について、その特徴をご記載ください。 

１ 評価票を用いて評価を実施 

特徴： 

２ 面談により評価を実施 

特徴： 

３ その他 

特徴： 

    ４ 評価体制はない 

⑤－２ 貴薬局の新卒者に対する研修プログラムでの評価方法ついてお答えください。

１ 自己評価のみ    ２ 上長等による第三者評価のみ

３ 自己評価と第三者評価の両方

⑥ 貴薬局の新卒者に対する研修プログラムの指導担当責任者の設置状況についてお答えく

ださい。

１ 設置している ２ 設置していない 

→ 続いて（９）以降のご回答をお願いします。
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（５） 「新卒者、既就労者で同一の実地研修（OJT）を実施（プログラムは未策定）」の場合

① 貴薬局での実地研修（OJT）修了の判断についてお答えください。（複数回答可）

また、その評価の判断者や期間などを併せてお答えください。

  １ 管理者等による評価（判断者：管理薬剤師・開設者・その他（ ）） 

  ２ 期間を設定している（    か月） 

  ３ チェックリスト等を策定し、当該内容を修了した時点 

  ４ その他（                ） 

→ 続いて（９）以降のご回答をお願いします。

（６） 「新卒者、既就労者で別の実地研修（OJT）を実施（プログラムは未策定）」の場合

① 貴薬局での実地研修（OJT）の内容をどのように設定しているかお答えください。（複数回

答可）

  １ 新卒者には指導担当者を付けるが、既就労者は管理者等の管理とする。 

  ２ 新卒者にはチェックリスト等により修了を判断するが、既就労者は適応していない。 

  ３ 新卒者には期間を設けているが、既就労者に対しては適宜判断をしている。 

  ４ その他（                ） 

→ 続いて（９）以降のご回答をお願いします。

（７） 「その他」の場合

① 貴薬局で行われている研修の概要をご記載ください。

自由記載 

→ 続いて（９）以降のご回答をお願いします。

（８） 「新入局研修」を実施していない場合

① 貴薬局における新入局時から実務につくまでの経過について、その概要をお答えください。

自由記載 

（９） 貴薬局で、今後、薬剤師を採用する場合、病院での卒後研修修了者（勤務経験者）と病院

薬剤部での研修経験のない新人薬剤師のどちらを採用した方が、薬局における薬物治療管

理の質の向上につながると考えますか。また、その理由についても併せてお答えください。 
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１ 病院での卒後臨床研修修了者 ２ 病院経験のない新人薬剤師 

３ どちらともいえない 

その理由： 

（10）－１ 貴薬局の薬剤師を病院での研修に派遣するとすれば、病院ではどのような研修を行

ってほしいと考えますか。（複数回答可） 

１ 無菌調製業務 ２ 院内製剤業務 

３ 注射薬調剤業務  ４ ＤＩ業務 

５ 在庫管理等の業務 ６ 薬剤師外来業務 

７ 病棟業務 ８ がん化学療法業務 

９ 緩和ケア業務 10 救命救急・集中治療室での業務 

11 周術期管理業務 12 その他（ ） 

13 特にない 

（10）－２ 薬局薬剤師の資質向上につなげるために、病院の研修で身に付けて欲しいものは何

と考えますか。（複数回答可） 

１ 医療における倫理性 ２ 医療従事者間のコミュニケーション能力 

３ 患者への服薬指導能力 ４ 医療安全への対応力 

５ 調剤技術 ６ 生涯学習への意欲 

７ 問題解決能力  ８ 薬物治療の知識 

９ その他（ ） 

10 特にない 

（11） 病院の薬剤師が薬局で研修を受けることについて、どのように考えますか。

自由記載 

問３．貴薬局での卒後臨床研修の受入れについて 

現在検討中の（添付）『令和４年度 卒後臨床研修の効果的な実施のための調査検討事

業「薬剤師卒後臨床研修ガイドライン」（案）（抜粋）』において、病院での研修を基本と

し、一部のプログラムを薬局で行うこととしております。貴薬局において「ガイドライ

ン」に基づいた卒後臨床研修を行うことは可能かお答えください。

※具体的な研修項目等は、「ガイドライン（案）」第 2章「2-6 在宅訪問（在宅医療・介護）」、「2-9 地

域連携」を主として、必要に応じて病院と薬局が連携した研修です。薬局での研修の指導者とし
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て、『薬剤師卒後臨床研修における指導薬剤師の要件（案）』が検討されています。なお、この「ガ

イドライン（案）」の内容につきましては、今後変更される可能性がありますが、ご一読のうえご回

答ください。 

（１）薬局でこの「卒後臨床研修ガイドライン（案）」に基づく、「在宅訪問」、「地域連

携」の研修を受入れることについて、受入実施の可否をお答えください。 

１．可能 ２．検討の余地あり ３．不可能 

４．わからない ５．その他（ ） 

（２）(１)において、「可能」もしくは「検討の余地あり」の場合、最大で何名の研修者

の受け入れが可能かお答えください。 

（ 人） 

（３）仮に「卒後臨床研修ガイドライン（案）」に基づいた研修を行うことになった場合

に、考えられる問題点を挙げてください（複数回答可）。 

１．指導薬剤師の教育・育成にかける時間がない

２．研修者を教育できる指導薬剤師がいない

３．研修用の指導ツールがない 

４. 指導薬剤師として研修に割く人員がいない

５．研修者を送り出すための人員的余力がない 

 ６．特に問題なし 

７. その他（ ） 

調査へのご協力ありがとうございました。ご回答は Web 回答フォームよりお願いします。 
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令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

薬剤師のキャリア形成促進に関する研究 薬剤師調査票（控） 

 本調査（薬剤師調査）は、貴薬局に所属している薬剤師の方で免許取得から概ね 10 年以内の方

３名までがご回答ください。 

※ 本様式はお手元の控用としてご利用いただき、ご回答は下記の Web 回答フォームよりお願い

いたします。なお、セキュリティ等により下記 URL に接続できない場合は、スマートフォンなど

からご回答いただいても構いません。

URL：https://www.lslms.jp/portal/career-p/ 

【ご回答締切日：令和 6 年 3 月予定】 

所属薬局名：

電 話 番 号 ：      （    ）   

（１） あなたが所属する薬局の所在地をお答えください。

都・道・府・県 

（２） あなたの薬剤師としての勤務経験についてお答えください。また、病院等での薬剤師経験

（薬剤師免許が必要となる業務への従事経験）があれば、その内容を併せてお答えください。

  １ ２０２１年４月から２０２３年現在の間に薬剤師免許を取得後、薬局薬剤師として勤務（病院

薬剤師等の経験なし） 

  ２ ２０２１年４月から２０２３年現在の間に薬剤師免許を取得後、病院薬剤師などの勤務経験

あり 

→ 勤務先： として    年  か月間勤務 

  ３ ２０２１年３月以前に薬剤師免許を取得後、薬局薬剤師として勤務（病院薬剤師等の経験

なし） 

  ４ ２０２１年３月以前に薬剤師免許を取得後、病院薬剤師などの勤務経験あり 

    → 勤務先：              として    年  か月間勤務 
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（３） 現在、あなたが保有している認定資格についてお答えください。（複数選択可）

  １ 研修認定薬剤師（日本薬剤師研修センター研修認定薬剤師、日本薬剤師会 JPALS 認定

薬剤師など） 

  ２ 医療薬学専門薬剤師（日本医療薬学会） 

  ３ 地域薬学ケア専門薬剤師（日本医療薬学会） 

  ４ 地域薬学ケア専門薬剤師（がん）（日本医療薬学会） 

  ５ がん専門薬剤師（日本医療薬学会） 

  ６ 外来がん治療専門薬剤師（日本臨床腫瘍薬学会） 

  ７ 緩和薬物療法認定薬剤師（日本緩和医療薬学会） 

  ８ その他（                         ） 

  ９ 認定資格なし 

（４） あなたの外部研修（薬剤師会等による研修会、学会参加等）の受講頻度（年平均）をお答

えください。

   約 回／年 

（５） あなたが薬剤師として経験した研修（研修期間延べ 1 か月以上、薬学生の実務実習・自己

研鑽を除く）について、お答えください。（複数選択可）

  １ 現在の職場（薬局）における研修（採用時の新人研修を含む） 

２ 病院・診療所における研修（採用時の新人研修を含む） 

３ 認定・専門薬剤師を取得するための研修 

４ その他（                  ） 

５ １か月以上に亘る研修を受けたことがない 

（６）－１ あなたが薬局薬剤師として勤務する上で有意義だと思う研修（研修中も有給であること

を前提とする）をお答えください。（複数選択可） 

１ 地域包括ケアシステムに関する研修（健康サポート、地域連携薬局の要件となっている研修） 

２ 現在勤務する薬局がある医療圏内での病院における研修 

３ 現在勤務する薬局がある医療圏内とは関係なく、病院における研修 

４ 認定・専門薬剤師の認定取得に必要な研修 

５ 接遇・コミュニケーションに関する研修 

６ 災害医療に関する研修 

７ 市販薬に関する研修 

８ 在宅業務に関する研修 

９ 自己のスキルアップ（知識習得）のための研修 

10 その他（                      ） 

11 有意義だと思う研修はない 
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（６）－２－１ 前問で２もしくは３を選択された方は、病院における研修を受ける時期について、

適切と思う時期をお答えください。 

１ 免許取得後 1 年以内   ２ 免許取得後２～５年以内 

３ 免許取得後５年超経過後  ４ その他（                 ） 

（６）－２－２ 前問で２もしくは３を選択された方は、病院研修で経験したい業務をお答えください。

（複数選択可） 

１ 無菌調製業務 ２ 院内製剤業務 

３ 注射薬調剤業務  ４ ＤＩ業務 

５ 在庫管理等の業務 ６ 薬剤師外来業務 

７ 病棟業務（具体的な診療科は： ） 

８ がん化学療法業務 ９ 緩和ケア業務 

10 救命救急・集中治療室での業務 11 周術期管理業務 

12 その他（ ） 

（７） あなたが薬局薬剤師として、今後取り組んでいきたい学術活動をお答えください。（複数選

択可） 

  １ 学会等でのポスター・口頭発表 ２ 論文投稿 

  ３ 学位（薬学博士）の取得  ４ 学位（薬学博士以外）の取得 

  ５ その他（具体的に ） 

  ６ 取り組みたい学術活動はない 

（８） 病院における研修経験・実務経験を要件に加えることで、各薬局機能の質向上に繋がると

思われる薬剤師の立場について、お答えください。（複数選択可） 

  １ 管理薬剤師 

  ２ 地域連携薬局、専門医療機関連携薬局の薬剤師 

  ３ かかりつけ薬剤師 

  ４ 健康サポート薬局の薬剤師 

  ５ 各学会の認定薬剤師 

  ６ その他（                    ） 

  ７ 薬局機能の質向上につながるものはない 

（９） あなたの薬剤師としての将来的なキャリア形成について、現状で考えているものをお答えく

ださい。（複数選択可） 

  １ 認定薬剤師の取得（研修認定薬剤師、JPALS 認定薬剤師など） 

  ２ 領域別薬剤師等の取得 （具体的に：               ） 
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  ３ 専門薬剤師の取得 （具体的に： ） 

  ４ 高度専門（指導）薬剤師の取得 （具体的に： ） 

  ５ その他（                    ） 

  ６ わからない 

※ 領域別薬剤師等、専門薬剤師、高度専門（指導）薬剤師の別については別紙をご確認くださ

い。

（10） あなたが薬剤師の研修について、望むことがあればお答えください。

自由記載： 

調査へのご協力ありがとうございました。ご回答は Web 回答フォームよりお願いします。
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令和 6年 3月 22日 
 
厚生労働大臣  殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人東海国立大学機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 名古屋大学医学部附属病院長 
                                                                                      
                              氏 名 小寺 泰弘           
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                                         

２．研究課題名  薬剤師のキャリア形成促進に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院 ・ 教授                                 

    （氏名・フリガナ） 山田 清文   (ヤマダ キヨフミ)                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 6年 3月 28日 
 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                               
                           機関名 地方独立行政法人神戸市民病院機構 

神戸市立利用センター中央市民病院 
 

 
                      所属研究機関長 職 名 病院長 
                                                                                      
                              氏 名 木原 康樹         
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                                         

２．研究課題名  薬剤師のキャリア形成促進に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 臨床研究推進センター ・ 院長補佐兼臨床研究推進センター長                                

    （氏名・フリガナ） 橋田 亨  (ハシダ トオル)                                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 ☑（無の場合はその理由：当院審査基準に該当せず） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
令和 6年 3月 26日 

厚生労働大臣  殿                                      
                                                                                             
                    
                              機関名 公益社団法人 日本薬剤師会 

 
                      所属研究機関長 職 名 会長 
                                                                                      
                              氏 名 山本 信夫          
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                                         

２．研究課題名  薬剤師のキャリア形成促進に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 公益財団法人 日本薬剤師会 ・ 副会長                                 

    （氏名・フリガナ） 渡邊 大記  （ワタナベ ダイキ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


